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6-1 処遇改善等加算Ⅰについて 

※ 本資料内容は市会での予算議決等を経て決定しますので、あらかじめご了承ください。 

Ⅰ 処遇改善等加算Ⅰの制度の概要         

 

１ 趣旨 

  保育・教育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り、質の高い保育・教育を

安定的に供給していくためには、職員が意欲とやりがいをもって長く働き続けることが

できる職場を、施設・事業所が自ら構築していく必要があります。 

  職員の平均経験年数や賃金改善・キャリアアップの取組に応じた人件費の加算として

「処遇改善等加算Ⅰ」を、技能・経験を積んだ職員に係る追加的な人件費の加算として

「処遇改善等加算Ⅱ」を加算します。 

  本項目では、職員の平均経験年数や賃金改善・キャリアアップの取組に応じた人件費

の加算である「処遇改善等加算Ⅰ」を説明します。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
２ 処遇改善等加算Ⅰの概要 

  処遇改善等加算Ⅰの内訳は、「①基礎分」「②賃金改善要件分（③キャリアパス要件分

含む）」となります。【図表１参照】【図表３参照】 
  「処遇改善等加算Ⅰ」は公定価格の人件費に相当する加算項目に、定員区分や年齢区

分に応じた単価が設定されています。この単価に、施設・事業所の平均経験年数と賃金

改善及びキャリアパスの取組みに応じた「加算率」を乗じます。【図表２参照】 
【図表１】加算の内訳 
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＜処遇改善等加算Ⅰの加算率の区分＞ 

ア 処遇改善等加算Ⅰの基礎分（２～12％）（①） 

対象：全ての施設・事業所 
定期昇給等に充当するための加算です。平均経験年数に応じ、２～12％の加算率

が適用されます。 
※平均経験年数の算出：Ⅱ１（２） 
 

イ 処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分（５～６％）（②、③） 

対象：賃金改善要件に適合する施設・事業所 
平均経験年数 11 年未満の施設・事業所は一律５％、11年以上の施設・事業所は

一律６％の「加算率」が適用されます。職員の賃金改善に確実に充てることが必要

です。（使途制限有） 

また、②賃金改善要件分の中には、③キャリアパス要件分（２％）が含まれてい

ます。 

キャリアパス要件に適合しない施設・事業所は②賃金改善要件分(５～６％)から

２％減算されます。 

※賃金改善要件：Ⅱ２（１）、キャリアパス要件：Ⅱ２（４） 
 

＜加算分の使途＞ 

処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分の使途は、施設・事業所に勤務する職員の賃金

改善（法定福利費等の事業主負担額を含む）に要した費用のみです。確実に職員の賃

金改善に充ててください。それ以外の費用については、認められません。 

また、基礎分についても、適切に定期昇給等に充てる必要があります。 

 

【図表３】加算率の区分としくみ 
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Ⅱ 加算の手続き             

１ 加算率の算定 

＜提出書類＞ 

●新規施設・事業所 

①『加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）』 

②『職員履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ａ票）（第１号様式の２）』 

平成30年４月１日に在籍している平均経験年数の算定対象職員全員のＡ票をご記入

ください。 

 

●既存施設・事業所 

①『加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）』 

②『職員履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ａ票）（第１号様式の２）』 

  平成30年４月１日に新たに平均経験年数の算定対象となった職員のみご記入くださ

い。 

  例-平成29年５月１日に雇用を開始し、平成30年４月１日に在籍している職員 

   -平成29年８月１日に復職し、平成30年４月１日に在籍している職員※ 

   -勤務時間の増等により今年度の平均経験年数の算定対象となった職員※ 

    ※「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）」やＡ票に記入

をする際、勤務開始日は復職日や算定開始日を記入してください。 

   -新人 等 

③『職員状況報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ｂ票）（第１号様式の３）』 

  平成29年度の「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）」に記

載されていた職員のうち、変更のある職員をご記入ください。 

  例-勤務時間減によって今年度平均経験年数算定対象外となった職員 

   -氏名が変わった職員 

   -他施設に移動になった職員 

   -退職した職員 等 

  ※前年度から変更のない職員は、Ａ票及びＢ票は必要ありません。「加算率認定申

請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）」に記入していただくのみとなり

ます。 

  

～４月

１加算率の算定

８～９月頃

２賃金改善計画の策定

翌年７～８月頃

３賃金改善実績の確認
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（１）加算率の考え方 
「加算率」は、各施設・事業所において、「平均経験年数の算出」「賃金改善の実施

の有無」「キャリアパス要件の適否」をもとに算定します。 
施設・事業所に適用される「加算率」は、加算率の区分（Ⅰ２参照）ごとに算出され

た率を合計した値となります。 

 

例)平均経験年数が５年で賃金改善を実施し、キャリアパス要件分に適合する施設 

基礎分①７％＋賃金改善要件分②③５％（うちキャリアパス要件２％含む） 

＝12％ 

よって、加算率は12％になります。 

※キャリアパス要件を満たさない場合は、10％になります。 

※賃金改善を実施しない場合は７％になります。 

 
施設・事業所は算定した加算率を「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号

様式の１）」「職員履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ａ票）（第１号様式の２）」「職員

状況報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ｂ票）（第１号様式の３）」をもって市に申請しま

す。市は、その内容を審査し、認定した「加算率」を施設・事業所に対して通知しま

す。 
 
ア 加算率認定通知前までの請求について 
  平均経験年数に応じた加算率で４月分の請求が４月末～５月より始まるため、

加算率認定通知前は、各施設・事業所が算出した平均経験年数及び加算率で請求

をしていただきます。 
 
イ 加算率の認定及び賃金改善計画について 
  市が「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）」「職員履歴報

告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ａ票）（第１号様式の２）」「職員状況報告書（処遇改

善等加算Ⅰ）（Ｂ票）（第１号様式の３）」を審査し、「加算率」を認定します。賃

金改善を実施する場合は、市が認定した「加算率」により、「賃金改善計画書（処

遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」を策定してください。 
  市の審査の結果、「加算率」の修正があった場合には、給付費の過誤再請求及び

「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」の内容の修正が必要

になる場合があります。 
 

※市からの「処遇改善等加算Ⅰの加算率認定通知」の時期については、別途お知ら

せします。 
策定した「賃金改善計画（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」をもとに、１

年を通して処遇改善を行い、「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号

様式の１）」を提出していただきます。 
賃金改善を実施しない場合も申請は必要です。基礎分のみの加算率で、毎月給

付費の請求を行います。 
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【図表４】平均経験年数別加算率表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平均経験年数(年) ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11～ 

①基礎分(％) ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 12 

②賃金改善分(％) ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ６ 

合計(％)＝加算率 ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

③キャリアパス要件無

合計(％)＝加算率 
５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 

職員一人当たり 

の平均経験年数 

加算率（公定価格）  

基礎分 
賃金改善要件

分 

 

うちキャリアパ

ス要件分 

11年以上  12％ 6％ 

2% 

10年以上 11年未満 12％ 

5％ 

9年以上 10年未満 11％ 

8年以上 9年未満 10％ 

7年以上 8年未満 9％ 

6年以上 7年未満 8％ 

5年以上 6年未満 7％ 

4年以上 5年未満 6％ 

3年以上 4年未満 5％ 

2年以上 3年未満 4％ 

1年以上 2年未満 3％ 

1年未満  2％ 

資料Ⅲ-6-



（２）平均経験年数の算出 

ア 算定対象職員 

算定対象職員は、毎年４月 1日現在における施設・事業所に勤務する全ての常勤

職員です。職種や職位、資格の有無を問わず、施設長や専ら事務に従事する事務職

員などであっても、常勤職員として雇用されていれば対象です。 

ただし、非常勤職員やパート就労、派遣職員など常勤職員以外の職員であっても、

１日６時間以上かつ月 20日以上勤務している職員も対象とします。 

また、平均経験年数の算出には施設・事業所に勤務する者であれば、経営に携わ

る法人の役員も対象となります。 

なお、勤務時間や勤務日数が月によって異なる、あらかじめ確定していない、な

どの非常勤職員やパート就労の職員については、４月１日時点で判断しますので、

就労実績ではなく、雇用契約上の就労予定の見込みで判断します。 

※年度途中において職員の異動、採用又は退職があっても平均経験年数の変更 

はしません。そのため、「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式

の１）」申請書の再提出は必要ありません。 

    ※産前・産後休暇、育児休業の無給の期間は、勤務期間に含まれます。 

【産前・産後休暇、育児休業及び病気休暇等の経験年数の算定可能な期間】 

 含める 含めない 

産前産後休暇（有給）及び（無給）の期間 ○  

育児休業（有給）及び（無給）の期間 ○  

病気休暇（有給）の期間 ○  

病気休暇（無給）の期間  ○ 

休職（有給）の期間 ○  

休職（無給）の期間  ○ 

 

イ 経験年数の算出方法 

職員一人ひとりの経験年数の算出にあたっては、現在の施設・事業所における経

験年数のほか、対象職員が過去に勤務していた 対象施設・事業所（図表５）におけ

る経験年数も合算することができます。その場合は、施設・事業所は、在職証明も

しくは、その他勤務履歴が確認できる書類（図表６）で職員の過去の勤務履歴を確

認し、経験年数を積算してください。  
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  ① 勤務履歴の確認ができないものについては、経験年数に合算することはできませ

ん。必ず在籍確認が証明できる資料を保管してください。 

  ② 過去の勤務履歴に積算できるものは、常勤職員または１日６時間以上かつ月 20

日以上勤務していた期間のみです。 

  ③ 施設・事業所が確認した職員の在職証明等は、その写しを施設・事業所で保管し

ていただき、原本は職員本人にお返しください。施設で保管するのは写しのみです。

紛失しないように保管してください。写しを本市に提出する必要はありません。 

  ④ 国の会計検査や本市監査等で、在籍証明等の写しが必要になる場合があります。

（申請書に記載されている全ての職員の年数を証する書類を求められます。） 

  ⑤ 市内外の施設・事業所で名称が類似している場合があります。「職員履歴報告書

（Ａ票）」には、在職証明書等に記載されている正式な施設・事業所の名称及び所在

地を記載してください。記載が誤っていると、正確に審査できない場合があります。 

  

書類提出の注意点 
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【図表５】過去の勤務履歴の対象施設・事業所 

対象事業項目 詳細 

教育・保育施設 認可保育所、幼稚園、認定こども園 

地域型保育事業 家庭的保育事業、小規模保育事業他 

学校教育法第１条に定める学校及び同

法第百二十四条に定める専修学校 

小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校、大学及び高等専門学校、専修学校 

社会福祉法第２条に定める社会福祉事

業を行う施設・事業所 

保護施設、老人福祉施設（軽費老人ホーム、養護

老人ホーム、特別養護老人ホーム）、婦人保護施

設、児童福祉施設、障害児通所支援事業、障害者

支援施設、障害福祉サービス事業、盲人ホーム、

視聴覚障害者情報提供施設、福祉ホームなど 

病児保育事業等の第２種社会福祉事業など 

児童福祉法第 12条の 4に定める施設 児童相談所一時保護施設 

認可外保育施設（児童福祉法第 59条第

１項に定める認可外保育施設のうち、

地方公共団体における単独保育施策に

よる施設 ※１、認可外保育施設指導監督

基準を満たす旨の証明書の交付された

施設（企業主導型保育施設含む）※２及

び幼稚園に併設された施設）における

経験年数及び教育・保育施設又は地域

型保育事業に移行した施設・事業所に

おける移行前の認可外保育施設として

運営していた期間 ※３ 

※１）横浜保育室や認証保育所 

（地方公共団体における単独保育施策による施

設として認可された日から） 

※２）認可外保育施設のうち、指導監督基準を

満たす旨の証明書が交付された施設 

（H17.4.1 以降、証明書の発行期間に勤務して

いた履歴のみ加算可） 

※３）家庭保育福祉員、横浜市家庭的保育事業、

小規模保育モデル事業等を実施していた期間  

医療法に定める病院、診療所、 

介護老人保健施設、助産所 
保健師、看護師又は准看護師に限る 

子ども・子育て支援法第 30条１項第４

号に定める特例保育を行う施設 
 

※１、※２ 横浜市内の認可外保育施設、横浜保育室は、ホームページをご確認ください。 

積算可能な施設、積算可能な期間のみ記入することが出来ます。 

http://www.city.yokohama.lg.jp/kodomo/shien-new/shoguu.html 

  ファイル名 『積算可能な認可外保育施設一覧』 

 

よ 
有料老人ホーム → 対象外です。 

 保育士、調理師等の病院勤務 → 対象外です。 

（保健師、看護師又は准看護師のみ） 

 病院内にある保育所 → 院内に勤務する職員の子のみを預かる保育施設は

対象外です。 

よくある間違い 

 

Point! 
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【図表６】 勤務履歴の確認資料（在職証明等がない場合） 

対象職員の状況 挙証資料の例 

過去の勤務先で社会保険に加入していた 

場合 

厚生年金の加入記録 

（勤務先の会社名と加入年月が記載のもの） 

社会保険未加入の場合、国民年金に加入

していた場合 

雇用契約書と給与明細書等 

（勤務先の名称がわかるもの） 

派遣職員として、該当の施設に勤務して

いた場合 

派遣先の事業所の発行する証明、 

派遣会社の派遣証明等 

廃園した施設等の場合 
上記書類が確認でき、自治体等で上記事業

に該当すると確認できた場合のみ算定 

※過去に勤務していた施設・事業所が積算対象かどうか、勤務期間などの勤務履歴が積算

に値すると客観的にわかるものであれば可。 

※１枚の書類で判断できない場合には、複数の書類をもって確認してください。 

 

ウ 職員の経験年数算定の留意点 

職員一人ひとりの経験年数は、「現在勤務する施設・事業所における経験年数」と

「過去に特定の施設・事業所で働いていた場合はその経験年数」を合算して算定し

ますが、その際には次の点に留意して計算してください。 

 

＜留意点＞ 

○ 個々の職員の経験年数の算出については、当該年度の４月１日現在により算定

しますが、年度途中開所の施設・事業所についてが、開所年月日時点での職員状

況で算定します。 

 

○ 採用年月日の翌年（又は翌月）において、翌年（又は翌月）の同一日の前日を

もって１年（又は１か月）と計算します。 

 

【例：29年４月１日採用 → 29年４月 30日で１か月、30年３月 31日で１年】 

 

○ １か月未満の日数の場合は１か月に切り上げます。 

 

【例：29年４月１日採用 → 30年４月１日時点で１年と１日＝１年１か月】 

 

ただし、30年４月１日採用の職員は、０年０月とします。 
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＜期間計算の例＞平成 30年 4月 1日現在 

事       例 経験年数 内  訳 

１  29年４月１日採用 

 

 

２  29 年４月２日採用 

 

３  29 年４月 20日採用 

 

 

４  30 年３月 31日採用 

 

５  他の社会福祉施設に 29

年４月 20日から６月１日

まで勤務し、７月１日から

現施設に勤務している場合 

 

 

６  他の社会福祉施設に 29

年４月 20日から６月１日

まで勤務し、６月２日から

現施設に勤務している場合 

 

７ 30年４月１日採用 

１年１か月 

 

 

１年 

 

１年 

 

 

１か月 

 

現施設：10か月 

前 歴：２か月 

 

 

 

 

現施設：10か月 

前 歴：２か月 

 

 

 

０か月 

29/ 4/ 1→30/ 3/31＝１年 

       30/ 4/ 1＝１日→１か月 

 

29/ 4/ 2→30/ 4/ 1＝１年 

 

29/ 4/20→30/ 3/19＝11か月 

30/ 3/20→30/ 4/ 1＝13日→１か月 

 

30/ 3/31→30/ 4/ 1＝２日→１か月 

 

現職：29/ 7/ 1→30/ 3/31＝９か月 

   30/ 4/ 1＝１日→１か月 

前職：29/ 4/20→30/ 5/19＝１か月 

    29/ 5/20→29/ 6/ 1＝13日→

１か月 

 

現職：29/ 6/ 2→30/ 4/ 1＝10か月 

前職：29/ 4/20→29/ 5/19＝１か月 

   29/ 5/20→29/ 6/ 1＝13日→

１か月 

 

30/ 4/ 1＝１日→０か月 

※このﾊﾟﾀｰﾝのみ例外 

 

エ 平均経験年数の算出方法 

平均経験年数とは、職員全員の経験年数を合算し、それを職員の人数で割った職

員一人あたりの年数です。職員一人あたりの平均経験年数の算定にあたり、６か月

以上の端数は１年とし、６か月未満の端数は切捨てとします。 

この平均経験年数によって、加算率が決まります。 

（例） 

    Ａさん        Ｂさん       Ｃさん 

   過去    現在   過去   現在     過去    現在 

  ３年 10か月 ＋ ３年   ２年 ＋ １年２か月    ７年６か月 ＋ ５年 

      ↓          ↓          ↓ 

     ６年 10か月      ３年２か月      12年６か月 

 

       21年 18か月÷３人＝７年６か月 ⇒ ６か月以上の端数は１年 

       →施設・事業所の平均経験年数は８年 
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（３）賃金改善要件分の算出 

ア 加算率の確認 

  賃金改善要件（Ⅱ２（１）参照）を満たす施設・事業所は、（１）で算出した

平均経験年数に応じた賃金改善要件分の加算率（５～６％）が適用されます。 

 

イ 加算率の経過措置(保育所・認定こども園（２・３号認定）) 

平成 26年度に「保育士等処遇改善臨時特例事業」による補助を受けた保育所の

うち、当該事業の加算率が３％未満であった施設については、賃金改善要件分の

加算率を軽減する経過措置を設けます。 

その場合、賃金改善要件分の加算率のうち、賃金改善として職員に支払いをす

る加算見込額の上限を以下の率で積算した金額にすることができます。 

ただし、平成 26年度と比較して平均経験年数が同様又は下回る施設に限りま

す。 

 

（例）平成 26年度、30年度ともに平均経験年数が４年の場合 

    平成 26年度 →民改費（８％）＋処遇改善事業分（１％）＝９％ 

    平成 29年度 →基礎分（６％）＋賃金改善要件分（５％）＝11％ 

    経過措置適用→基礎分（８％（６％＋２％）） 

＋賃金改善要件分（３％（５％－３％＝２％）） 

※キャリアパス要件分が非適用の場合は、基礎分が８％になり、賃金

改善要件分が１％になります。 

 

【図表７】保育所における経過措置に係る賃金改善要件分率適用表 

 

 

 

 

 

 

① 平成 26年度の 

平均経験年数 

②職員１人当たりの 

平均経験年数 
③賃金改善要件分 

7年以上 8年未満 

7年以上 8年未満 

４％ 4年以上 6年未満 

2年未満  

5年以上 6年未満 
4年以上 6年未満 

４％ 
2年未満  

4年以上 5年未満 

5年以上 6年未満 ４％ 

4年以上 5年未満 ３％ 

1年以上 2年未満 ４％ 

1年未満  ３％ 

1年以上 2年未満 2年未満  ４％ 

1年未満  
1年以上 2年未満 ４％ 

1年未満  ３％ 
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ウ 加算額の経過措置(幼稚園・認定こども園（１号認定）)  

    基準年度に、私立高等学校等経常費助成費補助金（一般補助（一種免許状の保有

の促進分及び財務状況の改善の支援分を除く。））（以下「私学助成」という。）を受

けていた認定こども園又は幼稚園については、当該基準年度における私学助成及び

保育料等※による収入額（以下「私学助成等収入額」という。）が公定価格及び利用

子ども数の見込みをもとに算出した額（以下「公定価格による見込み額」という。）

から加算見込み額を控除して得た額を上回っている場合は、公定価格による見込み

額から私学助成等収入額を控除して得た額（当該額が０以下となる場合は、０）を

加算見込み額とすることができます。また、当該認定こども園又は幼稚園の教育・

保育に支障のない範囲内で賃金水準の維持及び向上に努めてください。 

    保育料等は、保育料や入園料等の保護者からの納付金とし、その上限は一人あた

り年額上限 30万 8,400円。 
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２ 賃金改善計画の策定 

＜提出書類＞ 

①『賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）』 

②『賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（内訳表）（第２号様式の２）』 

※配分した場合のみ 

③『賃金改善確認書（第２号様式の３）』 

④『処遇改善等加算Ⅰにおける加算見込額積算表』 

⑤『キャリアパス要件届出書（処遇改善等加算Ⅰ）（第３号様式）』 

⑥『挙証資料』 

・就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの 

・給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの 

・資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの 

     新規施設・事業所又は新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所は、

必ず挙証資料の提出をお願いいたします。 

     既存施設・事業所で昨年度も賃金改善要件（キャリアパス要件）が「適」だ

った場合は、内容変更がなければ挙証資料の再提出は必要ありません。なお、

変更がある場合は、変更後の資料もしくは変更箇所、変更内容が分かるものの

提出をお願いいたします。 

 

（１）賃金改善要件 

賃金改善を実施し、賃金改善要件の適用を受ける施設・事業所は「賃金改善計画（処

遇改善等加算Ⅰ）（第３号様式の１）」を策定し、職員に周知した上で市に提出します。 

計画策定にあたっては、※「処遇改善等加算Ⅰにおける加算見込額積算表」（以下

「積算表」という。）で算出した「加算見込額」（Ⅱ２（２）ア、イ参照）以上の賃金

改善見込額を積算し、それに基づく改善を行うことが必要です。 

給与の改善方法や改善額及び改善を行う職員の範囲は、施設・事業所の実情に応じ

て決定します。 

※平成 30 年度の「積算表」は処遇改善の HP に掲載します。公定価格の単価変更等に

より、平成 29年度の「積算表」とは異なりますので、ご注意ください。 

 

ア 賃金改善の対象範囲 

施設・事業所に勤務する職員で、職種を問わず非常勤職員も対象です。 
人材派遣職員についても、趣旨を説明のうえ、派遣元と相談していただき、賃金

改善の対象とすることは可能です。 

なお、経営に携わる法人の役員等を兼務している職員も含みます。ただし、本加

算を役員報酬に充てることはできません。 

 

～４月

１加算率の算定

８～９月頃

２賃金改善計画の策定

翌年７～８月頃

３賃金改善実績の確認
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イ 賃金改善の要件 

  次にあげる要件を全て満たさなければなりません。 

 (ｱ) 基準年度（ウ参照）の賃金水準（※）に対して、定期昇給とは別に賃金等の改

善が図られていること 

 

 (ｲ) 各施設・事業所において「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式

の１）」を作成し、周知し、賃金改善に要する見込みである賃金改善見込額（当

該改善に伴う法定福利費等の事業主負担増加額を含む）が加算見込額以上で

あること。 

※ 賃金改善する前の金額（年額）や給与表の総額のことをいいます。 

当該改善の起点となる賃金については、公定価格における国家公務員の給

与改定に伴う人件費の改定状況を踏まえた水準（基準年度の職員の賃金に、

基準年度以降の改定率を加えた水準）とすること。 

 

       ※「基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」や「公定価

格における人件費改定状況を踏まえた部分」については「Ⅲ処遇改善等

加算等における賃金改善の実施及び実績報告の作成」をご覧ください。 

 

ウ 賃金改善の基準年度 

  イの基準年度は次のいずれかの年度です。 

(ｱ) 子ども・子育て支援法による確認の効力が発生する年度の前年度 

(ｲ) 平成 27年３月 31日以前において既に保育所・認定こども園（保育所部分）と

して運営していた施設については平成 24年度 

 

 

 

賃金改善計画書の作成にあたり、基準年度における賃金水準の算出の仕方について

は、「Ⅲ処遇改善等加算等における賃金改善の実施及び実績報告の作成」を必ずご参照

ください。 
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 賃金改善については、基準年度の賃金水準に公定価格における人件費の改定状況

を踏まえた部分の調整を行ったものと比較した場合の改善分を言います。 

 新規開所の施設・事業所は、(ｱ)があてはまります。例えば、平成 30 年度に新規

開所した施設・事業所は、平成 29年度が基準年度となります。（平成 29年度中に開

所した施設は平成 28年度が基準年度となります。） 

(ｱ)が適応される施設・事業所は、基準年度に同じ法人内で保育所等を運営してい

る場合は、同じ法人内の施設・事業所の基準年度の給与表等と比較します。 

平成 30年度からの新規施設・事業所で、基準年度の賃金水準を比較できる施設・

事業所がない場合は、賃金改善要件分の加算がされなかった場合の給与表等を想定

していただき、その想定した給与表等を平成 30年度に賃金改善要件分を含めた給与

表等と比較します。 

 賃金改善については、賃金改善を行う給与項目を定め、その項目での対比となり

ます。 

 ただし、①手当等により賃金改善を実施する場合、特段の事情なく基本給を切り

下げること、②基本給により賃金改善を実施する場合に、業績連動ではないその他

の手当等を引き下げること、③手当の新設により賃金改善を実施し、一方で別の手

当を廃止すること、は賃金改善と認められません。 

 

エ 賃金改善を行う給与項目と改善内容 

  「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」には、賃金改善を行

う項目や賃金改善の方法を具体的に記載します。 

  改善の実施内容によっては、給与規程の変更や、社会福祉法人等の場合は理事会

での承認が必要となる場合がありますので、ご注意ください。 

  改善の例：基本給のベースアップ、給料表の改定、手当の増額・新設、賞与の増、

一時金の支給など 

  賃金改善の内容は、各施設・事業所で決定します。全職員に対し同一の賃金改善

とすることも可能ですし、職位、経験年数、能力評価等に応じた賃金改善とするこ

とも可能です。ただし、賃金改善の基準は明らかにしてください。 

 

オ 賃金改善計画の職員への周知 

  施設・事業所は職員に対して、賃金改善計画を周知しなければなりません。全職

員に説明をした後、「賃金改善確認書（第２号様式の３）」により、賃金改善の対象

者から署名をもらい、写しを取った上で原本を市に提出します。 

  ※実績報告の際は、賃金改善の対象者から再度、署名をもらうことになりますの

で、写しは必ず保管してください。 

 

カ 賃金改善要件と弾力運用について（認可保育所のみ） 

  認可保育所については、弾力運用等に係る取扱として、処遇改善等加算Ⅰの賃金

改善要件（キャリアパス要件も含む）を満たしていることが要件です。費用の弾力

運用を予定されている施設の方はご注意ください。 
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（２）賃金改善を行う場合の加算見込額の算定 

賃金改善要件を満たすためには、１（２）で算出した加算率により計算した「加

算見込額」以上の賃金改善計画を策定する必要があります。 

 

ア 加算見込額の算定 

加算見込額は、各月初日に利用することが見込まれる１日当たりの平均利用の

子どもの数（広域利用の子ども数を含む）に、処遇改善等加算Ⅰの各項目の単価

の合計額を乗じ、さらに、当該年度の施設・事業所に適用される②賃金改善要件

分の加算率を乗じた額に12か月をかけて得た額の1,000円未満を切り捨てた金額で

す。 

算式は、「当該年度における各月初日の利用子ども数の見込みをもとに算出し

た平均利用子ども数」×「処遇改善等加算Ⅰの単価の合計額」×「②処遇改善等

加算Ⅰの賃金改善要件分に係る加算率（％）」×「12月※」で算出します（年齢

区分ごとに算出した額を合算し、1,000円未満は切り捨て）。 

   ※賃金改善実施期間が12か月に満たないときは、子ども・子育て支援法による確

認を受けた時から直近の３月までの月数とします。 

   ※加算見込額は、ＨＰに掲載している「積算表」で得た額とし、この額以上の賃

金改善見込額を設定した「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式

の１）」を策定してください。 

 

イ 賃金改善見込額 

    賃金改善見込額は、アで算定した加算見込額以上になるように「賃金改善計画

書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」を策定します。 

    「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」の作成段階にお

ける職員の賃金水準や、事業の規模等を勘案し、各事業者において見込む賃金改

善の金額を推計してください。なお、実際の賃金改善額については実績報告の段

階で確認することとしており、計画の策定時点において当該見込額の積算内訳を

求めることはありませんが、実現可能性のある金額を設定してください。 

 

ウ 施設・事業者間の配分について 

同一法人内が運営する子ども・子育て支援法に基づく施設型給付及び地域型保育

給付の対象である施設・事業所は施設・事業所間配分ができます。ただし、処遇改

善等加算Ⅰの対象外の施設・事業所の職員へ配分することはできません。 

なお、配分を行うことができる額は②処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分（５～

６％）のみであり、①処遇改善等加算Ⅰの基礎分（２～12％）は当該施設・事業所

の職員の処遇改善にのみ使えるものとします。 

この配分を行うには「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（内訳表）（第２号様

式の２）」「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（内訳表）（第４号様式の２）」

の記入が必要です。賃金改善計画は配分調整後の額で策定します。  
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（３）賃金改善計画書の提出 

   「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」は、市に提出します。

時期は別途お知らせします。 

 

（４）キャリアパス要件 

ア キャリアパスについて 

キャリアパスとは、「職業上の道筋」のことです。キャリアパスを構築すること

で、職員は、組織における自分に求められる役割や目標を認識することができます。 
職員が長く働く環境を整えるため、経験年数や職位に合わせた施設・事業所の特

色に応じたキャリアパスを構築することが大切です。 
キャリアパスを構築することで継続性のある質の高い保育・教育を実施すること

ができます。 
 

イ キャリアパス要件について 

「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」に併せ、「キャリアパ

ス要件届出書（処遇改善等加算Ⅰ）（第３号様式）」を提出します。キャリアパス要

件が非該当の場合も必ず提出が必要です。 
キャリアパス要件が適用されない場合は、賃金改善要件の加算率（５～６％）か

ら２％減算されます。  

資料Ⅲ-18-



キャリアパス要件は、次の①②の要件を満たす場合が対象です。 

①職員の勤務条件や就労要件、賃金に関すること 

次の a～c全ての要件を満たす必要があります。 

a 職員の職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要件を定めている。 

b 職位、職責又は職務内容に応じた賃金体系について定めている。 

c 就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての職員に周知している。 

 

    ②職員の資質向上のための取組み（研修の実施や職員の能力評価のしくみ） 

次の d～f全ての要件を満たす必要があります。 

      d 職員との意見交換を踏まえた資質向上のための目標の策定 

e dの目標を実現するための具体的な取組内容の策定 

(ｱ) 資質向上のための計画の策定と、それに沿った研修機会の提供又は技術

指導等を実施するとともに、職員の能力評価を行う（計画書提出） 

(ｲ) 資格取得のための支援の実施（研修のためのシフトの調整、受講料の援

助等） 

     f d、eを全ての職員に周知すること 
＜資質向上のための目標策定について＞ 
保育所保育指針や幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に

基づき、施設・事業所の果たすべき役割をきちんと認識したうえで、各施設・事

業所の特色、重視していること（強み）、これから伸ばしていきたいところとい

った視点で、職員と意見交換を行って目標を策定してください。 

目標の設定にあたっては、施設・事業所の「全体目標」、「初任者向け」「中堅向け」

「主任・ベテラン向け」「指導職員・管理職層向け」等、それぞれ経験年数や職位、

階層ごとに、それぞれに求められる役割を考えたうえで、目標を具体的に設定して

ください。 

すでに、資質向上の目標がある場合も、この機会に職員との意見交換を行い、

再度共有を図ってください。 

＜目標を達成するための具体的な取組内容＞ 
目標を達成するための具体的な取組は、目標に対応するよう、それぞれ経験年数

や職位、階層ごとに具体的に設定してください。 

保育所保育指針及び保育所保育指針解説書、幼稚園教育要領及び幼稚園教育要

領解説や幼保連携型認定こども園教育・保育要領及び幼保連携型認定こども園教

育・保育要領解説で求められる職員の資質や能力の習得及び向上のために必要な

研修や取組を実施してください。 

また、市や各区で行う研修、国や各種団体が行う研修への参加機会を提供して

ください。さらに、研修実施や参加だけでなく、業務を通じた研修（OJT）をどの

ように行うかといった視点を盛り込んだ研修計画であることが望ましいと考えま

す。 

※個人で実施している家庭的保育事業等であっても、キャリアパス要件、就業規

則、賃金体系、補助員等の給与規程の整備や研修計画の策定・実施等ができて

いれば、適用になります。  
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ウ キャリアパス要件（処遇改善等加算Ⅰ）届出書（第３号様式）の添付書類 

・就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの 

・給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの 

・資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの 

     新規施設・事業所又は新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所は、

必ず挙証資料の提出をお願いいたします。 

     既存施設・事業所で昨年度も賃金改善要件（キャリアパス要件）が「適」だ

った場合は、内容変更がなければ挙証資料の再提出は必要ありません。なお、

変更がある場合は、変更後の資料もしくは変更箇所、変更内容が分かるものの

提出をお願いいたします。 

 

【参考】 
＜就業規則について＞ 
常時 10 人以上の労働者を使用する場合は、必ず就業規則を定める必要がありま

す。就業規則には「１ 必ず記載しなければならない事項」と、「２ 各事業所でル

ールを定める場合には記載しなければならない事項」の２つがあります。 

※キャリアパス要件を満たすためには、10 人未満でも就業規則を定める必要が

あります。 

※キャリアパス要件届出書の勤務条件等とは、「１ 必ず記載しなければならな

い事項」のア、ウのことを指します。また、賃金体系とは、「１ 必ず記載しなけれ

ばならない事項」のイのことを指します。 

 
   １ 必ず記載しなければならない事項 
    ア 労働時間関係 
      始業・終業時刻、休憩時間、休日、休暇、就業時転換 
    イ 賃金関係 
      賃金の決定、計算、支払いの方法、締日・支払いの方法、支払い時期 
    ウ 退職関係 
     退職に関する事項（解雇の理由を含みます。） 
 
  ２ 各事業所でルールを定める場合に記載しなければならない事項 

    ア 退職手当関係          オ 職業訓練関係 
    イ 臨時の賃金・最低賃金関係   カ 災害補償・業務外の疾病扶助関係 

ウ 費用負担関係         キ 表彰・制裁関係 
    エ 安全衛生関係         ク その他 
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３ 賃金改善実績の確認 

＜提出書類＞ 

①『賃金改善確認書（第２号様式の３）』 

②『賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）』 

③『賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（内訳表）（第４号様式の２）』 

  ※配分した場合のみ 

④参考様式 

 

（１）賃金改善実績の報告 

策定した賃金改善計画に基づき、賃金改善を実施します。その実績を「賃金改善実

績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）」にて市に報告します。 

  「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）」には、 

  ① 加算実績額 

  ② 賃金改善実施期間 

  ③ 賃金改善に要した費用の総額（賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担増加額

を含みます） 

  ④ 加算実績額と賃金改善に要した費用の差額（＝残額）と次年度以降の残額の使途 

  ⑤ 支払った給与項目と実施した賃金改善の具体的な方法 

 ・対象職員人数      ・賃金改善を実施した人数 

 ・職員に支給した賃金総額 ・職員一人当たりの賃金月額 

 などを記載します。 

 

（２）賃金改善実績確認のための加算実績額 

加算実績額は、実際に利用した子どもの人数等加算実績に基づくもので、毎月の給

付費において「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）」は、

加算実績額で作成します。1,000 円未満切り捨てのため実際にお支払いした加算総額

とは異なります。 

加算実績額は翌年７～８月頃に市から別途通知します。通知された金額を「賃金改

善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）」内の（１）①に転記してご

提出ください。 

※施設・事業所間で配分を行った場合は、配分後の金額（1,000 円未満切り捨て）

を記載してください。また、配分を行った場合は、「賃金改善実績報告書（処遇改善

等加算Ⅰ）（内訳表）（第４号様式の２）」の提出が必要です。 

  

～４月

１加算率の算定

８～９月頃

２賃金改善計画の策定

翌年７～８月頃

３賃金改善実績の確認
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（３）賃金改善に要した費用の総額 

実際に賃金改善を行った部分の人件費等（法定福利費等含む）の増分を計算してく

ださい。 

例えば、ベースアップした場合はベースアップ分のみ、期末手当を増やした場合は

増やした部分のみ、手当の増額の場合が増額した部分のみにかかる人件費等賃金改善

の総額を計算します。 

 

法定福利費等には、法定福利費（健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、児童

手当拠出金、雇用保険料、労災保険料等）における、本事業による賃金上昇分に応じ

た事業主負担増加額や法人事業税における本事業による賃金上昇分に応じた外形標準

課税の付加価値額増加分を含みます。 

また、法定福利費等の計算にあたっては、翌月以降払いのものもあるため、合理的

な方法に基づく概算によることができます。合理的な方法とは、例えば、当該制度に

職員が加入しているかどうか、賃金改善の時期及び方法を勘案した上で、賃金改善所

要額に各制度の保険料率を乗じる方法等が考えられます。 

なお、任意加入とされている制度に係る増加分（退職手当共済制度等における掛金

等）は法定福利費等の事業主負担分には含みません。 

 

（４）差額 

賃金改善の実施に要した費用が、加算実績額に満たず、残額が生じている場合は、

その全額を一時金等により、翌年度の賃金改善に充ててください。 

 
（５）賃金改善実績報告書の提出 

   「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）」は、年度終了後の

横浜市から加算実績額等の通知をもとに提出します。 
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４ その他 

（１）必要書類の保管 

処遇改善等加算Ⅰの支給を受けた施設・事業所は、賃金改善に係る収支を明らかに

した帳簿を備え、賃金改善の増加額や実施したことが分かる証拠書類を整理し、それ

らを実績報告後５年間保管してください。 

 

※ 保存する書類の例 

・職員の賃金台帳 

・ベースアップの場合、給与規程等の改正等 

・手当の新設の場合、給与規程等 

・一時金やボーナス等も決定した際の通知や給与規程等 

・理事会等で賃金改善の内容等を決定した際の議事録等 

 

（２）疑義が生じた場合の調査 

加算による賃金改善の実施が適正か判断する必要があるときは、代表者に対して事

業の遂行の状況に関する報告や証拠書類の提出を求め、調査をすることがあります。 

 

（３）支給中止等 

事実と異なる内容で請求等を行った場合や４（２）の調査で疑義が生じた場合、本

加算に反した経費に使用した場合は、是正のために指導を行うことがあります。 

また、処遇改善等加算Ⅰの全部又は一部の返還を求めることがあります。  
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Ⅲ 処遇改善等加算における賃金改善の実施及び実績報告の作成      

１ 賃金改善の実績 

  「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）」におけるⅳ「(1)③賃

金改善に要した費用の総額」は、賃金改善要件分に係る処遇改善等加算の金額以上であ

ることが必要です。 

  そして、ⅳ「(1)③賃金改善に要した費用の総額」は、ⅰ「(1)③ア当年度に賃金改善

を行った場合の賃金の総額」と、ⅱ「基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金

の総額」及びⅲ「公定価格における人件費の改定状況を踏まえた部分」（「ⅱ」+「ⅲ」が

「(1)③イ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」となる。以下同じ）

との差によって算定されるものです。 

 

 

 

 

 

          －             ＝        

 

 

 

 

 

 

 

  賃金改善の考え方では、まず、「ⅱ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金

の総額」を算出します。その後、「ⅲ公定価格における人件費の改定状況を踏まえた部

分」を算出します。「ⅱ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」と「ⅲ

公定価格における人件費の改定状況を踏まえた部分」の合計額を出していただき、「ⅰ

当年度に賃金改善を行った場合の賃金の総額」と比較します。その差額が「ⅳ賃金改善

に要した費用の総額」となり、加算見込額以上の金額となることが必要です。（上表参

照） 

  「ⅰ当年度に賃金改善を行った場合の賃金の総額」とは、実際に賃金改善を行った金

額となりますので、各施設・事業所によって算出していただきます。 

  以下で、「ⅱ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」、「ⅲ公定価格

における人件費の改定状況を踏まえた部分」、「ⅳ賃金改善に要した費用」の出し方の詳

細を記載します。 

  便宜上、「ⅱ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」を「ⅱ基準年

度の賃金水準」、「ⅲ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」を「ⅲ人

件費改定部分」、ⅳ「(1)③賃金改善に要した費用の総額」を「ⅳ賃金改善総額」と表し

ます。 

 

 

 

賃金改善要件分に係

る処遇改善等加算の

金額（(1)①加算実績

額） 

ⅳ (1)③賃金改善に

要した費用の総額 
ⅰ (1)③ア当年度に賃

金改善を行った場合の

賃金の総額 

(1)③イ 
 

ⅲ公定価格における人

件費の改定状況を踏ま

えた部分 

ⅱ基準年度における賃

金水準を適用した場合

の賃金の総額 
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   と書かれている箇所は最低限行っていただく必要があります。「賃金改善実績報告

書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）」に記入していただく部分です。 

 

２ 「ⅱ基準年度の賃金水準」 

 

 

 

 

 (1) 「ⅱ基準年度の賃金水準」の概要 

   「ⅱ基準年度の賃金水準」とは、当年度における職員を基準年度の賃金水準にあて

はめた場合の賃金の総額のことです。具体的には、平成 29 年度現在、施設・事業所

で働いており、賃金改善の対象となる職員が、基準年度（平成 27年３月 31日以前に

おいて既に保育所として運営していた施設は平成 24 年度、支援法による確認の効力

が発生する年度の前年度）にその施設で働いていたと仮定した場合、基準年度時点で

は、どれくらいの賃金だったかを示した金額です。 

   平成 29 年度時点で、賃金改善の対象となる職員全員の基準年度における賃金の水

準を出していただき、その年額を全員分足し合わせたものが、「ⅱ基準年度の賃金水

準」となります。 

 

 (2)  「ⅱ基準年度の賃金水準」の出し方例 

   基準年度の給与表や給与規定等（以下「給与表等」という。）がある施設・事業所は

ア、基準年度の給与表等がない施設・事業所はイ、新規開所施設・事業所はウをご覧

ください。 

 

  ア 基準年度及び平成 29年度の給与表等がある場合 

    （基準年度を平成 24年とする。） 

    平成 29年度に在籍している職員が平成 24年度に働いていたと仮定して、その人

の平成 24年度の賃金を推測することが必要です。 

   (ｱ) 平成 29年度に６年目、月額 25万円の職員の場合（平成 24年度時点に在籍し

ていた場合） 

     平成 29年度の給与表等では、６年目の職員は、「月額 25万円」です。一方で、

平成 24年度の給与表等では、６年目の職員は、「月額 24万円」です。 

     そのため、平成 29 年度に６年目で月額 25 万円である職員の平成 24 年度の賃

金水準は、月額 24万円があてはまります。（下図参照） 

     つまり、この職員の場合、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額 24万円となります。 

     ※当該職員の平成 24年度時点の「月額 21万円」ではないことに注意してくだ

さい。 

 

ⅱ基準年度の

賃金水準
ⅲ人件費改定部分 ⅳ賃金改善総額

ⅱ基準年度の

賃金水準
ⅲ人件費改定部分 ⅳ賃金改善総額
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（月額） 

   (ｲ) 平成 29年度に２年目、月額 22万円の職員の場合（平成 24年度時点で在籍し

ていなかった場合） 

     平成 29年度の給与表等では、２年目の職員は、「月額 22万円」です。一方で、

平成 24年度の給与表等では、２年目の職員は、「月額 21万円」です。 

     そのため、平成 29 年度に２年目で月額 22 万円である職員の平成 24 年度の賃

金水準は月額 21万円があてはまります。（下図参照） 

     つまり、この職員の場合、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額 21万円となります。 

     ※当該職員の平成 28年度時点の「月額 21万円」ではないことに注意してくだ

さい。 

   →人事院勧告により賃金改定実施 

 平成 24年度 — 平成 28年 平成 29年度 

６年目 25万円 25万円 26万円 26万円 

５年目 24万円 24万円 25万円 25万円 

４年目 23万円 23万円 24万円 24万円 

３年目 22万円 22万円 23万円 23万円 

２年目 21万円 21万円 22万円 22万円 

１年目 20万円 20万円 21万円 21万円 

（月額） 

   (ｳ) 全体 

     ①②より、平成 29 年度に当該施設で働いており、賃金改善の対象となる職員

全員の一人ひとりの賃金水準を算定し、年額を計算した金額の総合計が、「ⅱ基

準年度の賃金水準」となります。 

  

   →人事院勧告により賃金改定実施 

 平成 24年度 — 平成 28年 平成 29年度 

７年目 25万円 25万円 26万円 26万円 

６年目 24万円 24万円 25万円 25万円 

５年目 23万円 23万円 24万円 24万円 

４年目 22万円 22万円 23万円 23万円 

３年目 21万円 21万円 22万円 22万円 

２年目 20万円 20万円 21万円 21万円 
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  イ 平成 24年度の給与表等がない場合 

    （基準年度は平成 24年度としている。） 

    平成 29年度に在籍している職員が平成 24年度に働いていたと仮定して、その人

の平成 24年度の賃金を推測することが必要です。 

    ※平成 29 年度は給与表等を作成していることが賃金改善要件分の加算を受ける

要件です。そのため、平成 29年度の給与表等と平成 24年度の賃金台帳等（あるい

は給与明細の控え）により推測することになります。 

 

   （例） 

   平成 24年度時点の施設状況       平成 29年度時点の施設状況 

      職員５人                職員６人 

 

      常勤職員                常勤職員 

    平成 24年度賃金台帳等 

Aさん６年目 月額 25万円 

          

Bさん４年目 月額 23万円 

 

イさん２年目 月額 21万円 

 

 

    非常勤職員                 非常勤職員 

   Cさん    時給 1,500円        オさん    時給 1,500円 

   Dさん    月給 11万円        カさん       月給 12万円 

 

 

   (ｱ) 常勤職員 

    ① アさん 

      平成 29 年度時点で月額 26 万円である６年目のアさんが平成 24 年度に当該

施設で働いていたと仮定します。上記例で考えると、平成 24年度から６年目の

人を探すと、平成 24年度の賃金台帳等で６年目の Aさんがみつかり、当時の月

額が 25 万円であることが分かります。つまり、平成 24 年度にアさんが働いて

いたと仮定すると、月額は 25万円と推測できます。 

      そのため、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額 25万円とします。 

 

  

給与表等 平成 28 年度 

アさん ６年目 26万円 

イさん ５年目 25万円 

 ４年目 24万円 

 ３年目 23万円 

ウさん ２年目 22万円 

エさん １年目 21万円 
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    ② イさん 

      平成 29 年度時点で月額 25 万円である５年目のイさんが、平成 24 年度に当

該施設で働いていたと仮定します。上記例で考えると、平成 24 年度時点で５

年目だった人がいないため、５年目の職員の賃金が分かりません。その場合は、

平成 24 年度に働いていた６年目の A さんと４年目の B さんの賃金から、およ

その月額 24万円を導きます（ここでは、わかりやすく平均をとりました。）。 

      そのため、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額 24万円とします。 

 

   (ｲ) 非常勤職員 

     非常勤職員の方も、常勤職員と同じ考え方をします。 

     派遣職員の場合、時給や月額が分からない場合がありますが、その際は、派遣

会社にご相談いただき、派遣職員の時給や月給を把握してください。 

 

    ① オさん 

      平成 29年度時点で時給 1,500円である非常勤職員のオさんが、平成 24年度

時点に当該施設で働いていたと仮定します。上記例で考えると、平成 24 年度

から非常勤職員の時給を照らし合わせると、平成 24 年度の賃金台帳等で非常

勤職員は C さんがみつかり、時給 1,500 円であることが分かります。つまり、

平成 24 年度にオさんが働いていたと仮定すると、時給は 1,500 円であると推

測できます。 

      ここでは、オさんが１日５時間、週３日働いているとすると、平成 29 年度

時点では、月額 1,500円×５時間×３日/週×４週間＝月額 9万円となります。 

      そのため、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額９万円とします。 

 

    ② カさん 

      平成 29 年度時点で月給 12 万円である非常勤職員のカさんが平成 24 年度に

当該施設で働いていたと仮定します。上記例で考えると、平成 24 年度から非

常勤職員の月給を照らし合わせると、平成 24 年度の賃金台帳等で非常勤職員

は Dさんがみつかり、月給 11万円であることが分かります。つまり、平成 24

年度にカさんが働いていたと仮定すると、月給11万円であると推測できます。 

      そのため、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月給 11万円とします。 
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   (ｳ) 全体 

     ア、イより一人ひとりの平成 24 年度の賃金水準を推測し、その年額を計算し

た金額の総合計が、上記例の施設での「ⅱ基準年度の賃金水準」となります。 

     ここでは、アさん月額 25 万円、イさん月額 24 万円、ウさん月額 21 万円、エ

さん月額 20万円、オさん月額９万円、カさん月額 11万円であり、総計は 110万

円（25万円+24万円+21万円+20万円+９万円+11万円）×12か月※で 1,320万円

となります。 

     ※ 「ⅱ基準年度の賃金水準」は、基本給と諸手当のことを言います。ここで

は、賞与、時間外勤務手当、休日出勤手当、深夜勤務手当、皆勤手当、通勤

手当、家族手当及び臨時の賃金（結婚手当等）は対象外と考えます。（参考：

厚生労働省の最低賃金の考え方） 

     ※ ①手当等により賃金改善を実施する場合、特段の事情なく基本給を切り下

げること、②基本給により賃金改善を実施する場合に、業績連動ではないそ

の他の手当等を引き下げること、③手当の新設により賃金改善を実施し、一

方で別の手当を廃止すること、は賃金改善と認めらません。 

 

  ウ 新規開所園（基準年度はその施設・事業所が認可・確認を受けた年度の前年度） 

    平成 29年度に新規開所した施設については、平成 28年度が基準年度となり、同

じ法人内で保育所を運営している場合は、その施設の給与表等と比較します。 

    給与表等を比較できる施設がない場合は、賃金改善要件分の加算がされなかった

場合の給与表等を想定していただき、その給与表等を平成 29 年度に作成した給与

表等と比較します。 
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３ 「ⅲ人件費改定部分」の計算方法について 

 

 

 

 

 

 (1) 「ⅲ人件費改定部分」の概要 

   「ⅱ基準年度の賃金水準」に、「ⅲ人件費改定部分」を加味する必要があります。公

定価格上の人件費の算定に当たっては、国家公務員の給与に準じて算定しているため、

「ⅲ人件費改定部分」は、国家公務員の給与改定によります。 

 

   ※人事院勧告とは 

   人事院勧告とは、公民の差を社会一般の情勢に適応した適正な給与を確保する機能

を有するものであり、公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させるこ

と（民間準拠）を基本に勧告を行っています。 
 

 (2) 「ⅲ人件費改定部分」の計算方法 

  ア 計算方法①（平成 27 年８月 28 日付『「施設型給付費等に係る処遇改善等加算に

ついて」の取り扱いについて』（以下「事務連絡」という）における「ⅲ人件費改定

部分」の計算方法） 

    人事院勧告は職種や職員等により異なりますが、平成 26 年度は一律※２％、平

成 27 年度は一律 1.9％、平成 28 年度は一律 1.3％、平成 29 年度は、1.1％として

計算します。 

    事務連絡では、以下のような計算方法で、「ⅲ人件費改定部分」の計算をしてい

ます。 

    ※ 平成 26年度国家公務員給与改定に伴う人件費改定率（2.0％） 

    ※ 平成 27年度国家公務員給与改定に伴う人件費改定率（1.9％） 

    ※ 平成 28年度国家公務員給与改定に伴う人件費改定率（1.3％） 

    ※ 平成 29年度国家公務員給与改定に伴う人件費改定率（1.1％） 

    ※ 平成 29年度の人件費改定率 1.1％は、賃金改善の起点となる賃金総額（「ⅲ

人件費改定部分」）には含めない取扱とします。 

  ＜計算式＞ 

   「当該年度における各月初日の利用児童数（広域利用子ども数を含む）の見込みを

もとに算出した平均子ども数」×「処遇改善等加算の単価の合計額」×「5.2（％）」

×12月 

   （参考：事務連絡より） 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ基準年度の

賃金水準
ⅲ人件費改定部分 ⅳ賃金改善総額
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＜表改正＞ 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※「ⅲ人件費改定部分」の金額を賃金改善の対象となる職員一人ひとりに割り振る

ことが必要です。 

 

  イ 計算方法②（市独自の計算方法） 

    事務連絡による計算方法（計算方法①）を採用すると、一人ひとりの「ⅱ基準年

度の賃金水準」「ⅲ人件費改定部分」「ⅳ賃金改善総額」を個別に考える必要がある

ため、事務作業が煩雑化する可能性があります。 

    そこで、一人ひとりの職員について「ⅱ基準年度の賃金水準」を計算する必要が

ありますが、「ⅲ人件費改定部分」については、「ⅱ基準年度の賃金水準」×0.052

（5.2％）としても差し支えありません。（下図参照） 

    また、計算方法①のように職員一人ひとり考えるのではなく、職員全員の総額で

考えることも差し支えないものとします。 

 

 

 

 

            ＝                ×0.052 

                             （人勧分 5.2％） 

 

   ※ア計算方法①、イ計算方法②のどちらを採用しても構いません。施設・事業所の

判断で選択してください。 

 

 

 

 

 

ⅲ公定価格における人件費

の改定状況を踏まえた部分 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 

+

平成30年度

1.1％

平成29年

人事院勧告

1.3％

平成28年

人事院勧告

1.9％
平成27年人事

院勧告

2.00%

3.00%

2.00%

処
遇
改
善
等

加
算
Ⅱ

職
員
処
遇
改
善
費

16%

平成29年度平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
0%

4%

6%

8%

2%
2.85%

保育士等処遇
改善臨時特例

事業

2.0％
平成26年人事

院勧告

2.85%
保育士等処遇
改善臨時特例

事業

1.9％
平成27年人事

院勧告

2.00%

1.9％
平成27年人事

院勧告
1.3％

平成28年

人事院勧告

2.00%

2.00%

3.0％
処遇改善等加
算（賃金改善

要件分）

1.3％

平成28年

人事院勧告

1.9％
平成27年人事

院勧告

2.00%

3.00%

10%

12%

14%

+

3.00%

技能・経験

に着目した

更なる処遇

改善
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４ 「ⅳ賃金改善総額」の計算方法について 

 

 

 

 

 (1) 「ⅳ賃金改善総額」の計算方法 

   「ⅳ賃金改善総額」は、施設・事業所が実際に賃金改善を行った総額から、「ⅱ基準

年度の賃金水準」と「ⅲ人件費改定部分」を足し合わせた金額を差し引いた金額とな

ります。 

 

 (2) 「ⅳ賃金改善総額」と「加算実績額」の関係 

   １で算出した「ⅳ賃金改善総額」と「加算実績額」を比較します。「ⅳ賃金改善総

額」が「加算実績額」よりも大きくなる必要があります。（図１） 

   差額が生じる場合は、翌年度に手当や一時金等で確実に賃金の改善を行う必要があ

ります。（図２） 

   この差額は、「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）」内の

（１）④「加算実績額と賃金改善に要した費用の総額との差額」に転記していただき

ます。 

 

＜図１＞ 

 

 

 

              ≧ 
 

 

 

＜図２＞ 

 

 
 
 
 

                ≧ 
 
 
 

 

 

 

 

ⅱ基準年度の

賃金水準
ⅲ人件費改定部分 ⅳ賃金改善総額

100万円 110万円 

10万円 

ⅳ＝賃金改善総額 

手当や一時金等による

賃金の改善＝③－① 

100万円 
90万円 加算実績額 

ⅳ＝賃金改善総額 

加算実績額 
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計画策定においては、「賃金改善見込額」が「加算見込額」以上と

なるよう、「賃金改善計画書」を作成してください。 

 

実績報告においては、「賃金改善に要した費用の総額」が「加算実

績額」以上となるよう、賃金改善を行ってください。 

また、「賃金改善に要した費用の総額」が「加算実績額」未満とな

った場合、翌年度に繰り越し、一時金等で翌年度に必ず充ててくだ

さい。  
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５ 賃金改善総額の計算の例示 

  ⅰからⅳまでの計算を行う必要があるので、以下で具体的な例示を上げ、全体の計算

や流れを見ていきます。 

 

＜例示の基本情報＞ 

 基準年度：平成 24年度 

 人事院勧告：5.2％ 

 平成 24年度：常勤職員３人、非常勤職員２人 

 平成 29年度：常勤職員４人、非常勤職員２人 

 賃金改善要件分：国５％ 

 加算実績額：60万円 

 当年度に賃金改善を行った場合の賃金の総額：1,450万円 

 

        H24                  H29 

       職員計５人              職員計６人 

    平成 24年度賃金台帳等 

   Aさん６年目 月額 25万円 

 

   Bさん４年目 月額 23万円 

 

   イさん２年目 月額 21万円 

 

 

 

        非常勤職員              非常勤職員 

   Cさん    時給 1,500円        オさん    時給 1,500円 

   Dさん    月給 11万円        カさん       月給 12万円 

 

 (1) 「ⅱ基準年度の賃金水準」の計算方法 

   当該施設の賃金改善の対象となる職員の「ⅱ基準年度の賃金水準」は以下のように

なります。（２(2)アイ参照） 

   平成 24年度の「ⅱ基準年度の賃金水準」は、 

   アさんが月額 25 万円、イさんが月額 24 万円、ウさんが月額 21 万円、エさんが月

額 20 万円、オさんが月額９万円、カさんが月額 11 万円なので、「ⅱ基準年度の賃金

水準の総額」は、年額にして、（25万円＋24万円+21万円+20万円+９万円+11万円）

×12か月＝110万円×12か月＝1,320万円 

 

 

                  ＝1,320万円 

 

 

 

 

給与表等 平成 28年度 

アさん ６年目 26万円 

イさん ５年目 25万円 

 ４年目 24万円 

 ３年目 23万円 

ウさん ２年目 22万円 

エさん １年目 21万円 

（月額） 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 
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 (2) 「ⅲ人件費改定部分」の計算方法 

   「ⅲ人件費改定部分」の計算方法は、計算方法①と計算方法②の２つを記載します。 

 

  ア 計算方法①（事務連絡における「ⅲ人件費改定部分」の計算方法） 

    「ⅲ人件費改定部分」は、 

   「当該年度における各月初日の利用児童数（広域利用子ども数を含む）の見込みを

もとに算出した平均子ども数」×「処遇改善等加算の単価の合計額」×「5.2（％）」

×12月 

   （参考：事務連絡より） 

   を用いて算出します。 

 

 

              ＝「当該年度における各月初日の利用児童数（広域利用子

ども数を含む）の見込みをもとに算出した平均子ども数」

×「処遇改善等加算の単価の合計額」×「5.2（％）」×

12月 

                          （参考：事務連絡より） 

              ＝1,320万円 

 

  イ 計算方法②（市独自の計算方法） 

    計算方法②は、「ⅱ基準年度の賃金水準」に人事院勧告分である 5.2％を掛けあわ

せた金額が「ⅲ人件費改定部分」となります。つまり、「ⅱ基準年度の賃金の水準」

が 1,320万円であるので、「ⅲ人件費改定部分」の金額は、1,320万円×0.052（5.2％）

＝68.64万円となります。 

 

 

               ＝1,320万円×0.052＝68.64万円 

 

 

               ＝1,320万円 

 

 

 

  

ⅲ公定価格における人件費

の改定状況を踏まえた部分 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 

ⅲ公定価格における人件費

の改定状況を踏まえた部分 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 
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 (3) 「ⅳ賃金改善総額」の計算方法 

   「ⅳ賃金改善総額」は、施設・事業所が実際に賃金改善を行った総額から、「ⅱ基準

年度の賃金水準」と「ⅲ人件費改定部分」を足し合わせた金額を差し引いた金額とな

ります。 

1,450万円 

 

 

                   1,388.64万円 

 

                

             －              ＝ 

 

 

 

 

 

 

 (4) 「ⅳ賃金改善総額」と「加算見込額」との差 

   １から３までの手順で計算し、「ⅳ賃金改善総額」が算出されます。そして、「ⅳ賃

金改善総額」と「加算見込額」を比較し、「ⅳ賃金改善総額」が「加算見込額」よりも

大きくなることが必要です。（下図参照） 

   この例示では、「ⅳ賃金改善総額」が 61.36 万円、「加算実績額」が 60 万円の場合

を想定しているので、「ⅳ賃金改善総額」は「加算実績額」よりも多くなり、賃金改善

が適切に行われていることが分かります。 

 
 

 
 

                  ≧ 

 

 
 

 

 

 

  

賃金改善に要した費用の総額 

ⅰ (1)③ア当年度に賃

金改善を行った場合の

賃金の総額 

ⅲ公定価格における人件費

の改定状況を踏まえた部分 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 

ⅳ賃金改善総額 
61.36万円 

ⅳ賃金改善総額 
61.36万円 

加算実績額 
60万円 
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 (5) 賃金改善の割り振りの仕方【例示】 

   ここでは、賃金改善をどのように振り分けるのかということを例で表します。あく

まで一例のため、経験年数に応じて傾斜配分をすること、能力によって賃金改善の差

を設けること等差し支えありません。賃金改善の仕方は、各施設・事業所の判断によ

ります。 

 

   上記の例で、「ⅳ賃金改善総額」が 61.36万円の場合を想定します。 

   また、例示では、職員が６人であるため、上記金額を６人に振り分けることとしま

す。 

   常勤職員が４人、非常勤職員が２人のため、賃金改善要件分を常勤職員のベースア

ップに充てるものとします。 

 

   国の賃金改善要件分（常勤職員と非常勤職員に配分） 

    61.36万円/４人（常勤職員）＝15万 3,400円 

    14 万円/12か月≒１万 1,600円 

    61.36万円－（１万 1,600円×12か月×４人）＝５万 6,800円 

    5万 6,800円/12か月/２人＝2,400円 

    →常勤職員一人月額１万 1,600円のベースアップ 

    →非常勤職員一人月額 2,400円のベースアップ 

 

  以上より、常勤職員は毎月１万 1,600円のベースアップ、非常勤職員は毎月 2,400円

の時給増を割り振ることができます。 

  ※あくまでも一例ですので、割り振りや賃金改善の対象者の選定は各施設・事業所に

よって決定してください。 

  ※「ⅳ賃金改善総額」≦「加算実績額」となった場合、一時金等で翌年度に確実に充

てる必要があります。 
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当
す

る
こ

と
は

可
能

か
。

処
遇

改
善

等
加

算
Ⅰ

の
賃

金
改

善
要

件
分

は
、

す
べ

て
職

員
の

賃
金

改
善

（
法

定
福

利
費

等
の

事
業

主
負

担
増

加
額

を
含

む
）

に
充

て
る

こ
と

に
な

っ
て

お
り

、
新

た
に

職
員

を
雇

用
す

る
た

め
の

経
費

に
充

当
す

る
こ

と
は

で
き

ま
せ

ん
。

ま
た

、
基

礎
分

に
つ

い
て

も
、

定
期

昇
給

等
に

充
て

る
こ

と
を

基
本

と
し

ま
す

。

Ⅳ
処

遇
改

善
Ｆ
Ａ
Ｑ
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善
Ｆ
Ａ
Ｑ

1
0

処
遇

改
善

計
画

書
の

作
成

基
準

年
度

以
降

、
新

規
に

雇
用

し
た

職
員

の
賃

金
改

善
額

は
ど

の
よ

う
に

考
え

た
ら

よ
い

か
。

基
準

年
度

に
同

程
度

の
経

験
や

能
力

等
を

有
す

る
職

員
を

雇
用

し
た

場
合

の
賃

金
水

準
と

比
較

し
て

く
だ

さ
い

。
そ

の
額

を
超

え
る

部
分

が
賃

金
改

善
額

と
な

り
ま

す
。

1
1

処
遇

改
善

計
画

書
の

作
成

新
規

に
開

所
し

た
場

合
の

基
準

年
度

と
賃

金
改

善
額

は
ど

の
よ

う
に

考
え

た
ら

よ
い

か
。

新
規

に
開

所
し

た
場

合
の

基
準

年
度

は
、

開
所

の
前

年
度

に
な

り
ま

す
。

基
準

と
な

る
給

与
水

準
は

、
同

一
法

人
の

施
設

・
事

業
所

等
や

、
処

遇
改

善
等

加
算

Ⅰ
を

受
け

な
い

場
合

に
当

初
想

定
し

て
い

た
給

与
水

準
に

な
り

ま
す

。
賃

金
改

善
額

に
つ

い
て

は
、

賃
金

の
う

ち
本

事
業

に
よ

り
充

当
す

る
部

分
を

明
確

に
す

る
こ

と
と

し
て

く
だ

さ
い

。
方

法
に

つ
い

て
は

、
就

業
規

則
等

に
明

記
す

る
、

雇
用

契
約

書
に

記
載

す
る

等
が

考
え

ら
れ

ま
す

。

1
2

処
遇

改
善

計
画

書
の

作
成

利
用

児
童

数
が

見
込

み
よ

り
減

り
、

賃
金

改
善

計
画

書
に

記
載

し
た

加
算

見
込

額
が

大
き

く
減

少
し

た
場

合
、

賃
金

改
善

見
込

額
を

下
方

修
正

し
て

も
差

し
支

え
な

い
か

。

計
画

策
定

時
の

加
算

見
込

額
は

あ
く

ま
で

見
込

で
あ

る
た

め
、

実
績

報
告

時
に

実
際

に
賃

金
改

善
に

要
し

た
費

用
で

確
定

額
を

報
告

し
て

く
だ

さ
い

。
賃

金
改

善
計

画
書

の
差

替
え

は
必

要
あ

り
ま

せ
ん

が
、

職
員

に
対

し
、

十
分

な
説

明
が

必
要

で
あ

る
と

考
え

ま
す

。

1
3

加
算

見
込

額
の

算
定

一
時

保
育

で
年

間
登

録
で

登
園

し
て

い
る

児
童

は
、

加
算

見
込

額
の

算
出

時
の

利
用

児
童

数
に

含
ん

で
も

よ
い

か
。

加
算

見
込

額
の

算
出

に
用

い
る

利
用

児
童

数
は

、
支

給
認

定
を

受
け

た
児

童
で

、
１

号
認

定
児

童
に

つ
い

て
は

利
用

契
約

を
結

ん
だ

児
童

、
２

・
３

号
認

定
に

つ
い

て
は

区
福

祉
保

健
セ

ン
タ

ー
に

よ
り

利
用

決
定

が
さ

れ
て

い
る

児
童

の
み

と
な

り
、

一
時

保
育

の
利

用
児

童
は

含
ま

れ
ま

せ
ん

。

1
4

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

要
件

は
、

個
人

で
実

施
し

て
い

る
家

庭
的

保
育

者
も

対
象

に
な

る
か

。
キ

ャ
リ

ア
パ

ス
要

件
、

就
業

規
則

、
賃

金
体

系
、

補
助

員
等

の
給

与
規

程
の

整
備

や
研

修
計

画
の

策
定

・
実

施
等

が
で

き
て

い
れ

ば
、

適
用

に
な

り
ま

す
。

1
5

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

「
資

格
取

得
支

援
」

と
は

、
ど

の
よ

う
な

資
格

を
指

す
の

か
。

施
設

・
事

業
所

に
お

け
る

業
務

に
関

連
す

る
資

格
で

す
。

1
6

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

処
遇

改
善

等
加

算
Ⅰ

の
経

過
措

置
の

適
用

を
受

け
る

保
育

所
に

お
い

て
も

、
キ

ャ
リ

ア
パ

ス
要

件
を

満
た

し
て

い
な

い
場

合
に

は
、

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

要
件

分
を

減
額

す
る

こ
と

に
な

る
か

。

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

要
件

に
合

致
し

な
い

施
設

・
事

業
所

に
つ

い
て

は
、

経
過

措
置

適
用

後
の

賃
金

改
善

要
件

分
か

ら
キ

ャ
リ

ア
パ

ス
要

件
の

区
分

の
値

（
２

％
）

を
減

じ
る

こ
と

に
な

り
ま

す
。

1
7

賃
金

改
善

の
対

象
範

囲

延
長

保
育

事
業

や
一

時
預

か
り

事
業

等
に

従
事

す
る

職
員

は
賃

金
改

善
の

対
象

に
な

る
の

か
。

賃
金

改
善

の
対

象
と

な
る

職
員

の
範

囲
は

、
そ

の
職

種
や

職
位

に
関

わ
ら

ず
、

施
設

・
事

業
所

に
勤

務
す

る
職

員
で

す
。

経
営

に
携

わ
る

法
人

の
役

員
等

を
兼

務
し

て
い

る
職

員
も

含
み

ま
す

。

1
8

賃
金

改
善

の
対

象
範

囲

施
設

長
が

理
事

長
や

理
事

の
場

合
、

施
設

長
業

務
の

み
行

っ
て

お
り

、
理

事
長

や
理

事
と

し
て

の
報

酬
は

無
く

、
施

設
長

と
し

て
の

給
与

収
入

の
み

で
あ

っ
て

も
賃

金
改

善
の

対
象

外
な

の
か

。

経
営

に
携

わ
る

法
人

の
役

員
等

を
兼

務
し

て
い

る
職

員
も

含
み

ま
す

。
な

お
、

本
加

算
を

役
員

報
酬

に
充

て
る

こ
と

は
で

き
ま

せ
ん

。

1
9

賃
金

改
善

の
対

象
範

囲

個
人

立
で

あ
る

保
育

所
や

幼
稚

園
の

代
表

が
施

設
長

や
園

長
で

あ
る

場
合

は
、

本
事

業
の

対
象

と
な

る
の

か
。

賃
金

改
善

の
対

象
と

な
り

ま
す

。
た

だ
し

、
例

え
ば

、
施

設
長

が
個

人
立

の
保

育
所

の
代

表
で

あ
る

場
合

、
施

設
長

は
、

当
該

保
育

所
の

人
事

労
務

、
財

務
、

運
営

等
の

職
務

を
分

掌
す

る
な

ど
経

営
管

理
に

携
わ

る
こ

と
が

で
き

る
立

場
で

あ
る

た
め

、
『

加
算

は
、

保
育

・
教

育
の

提
供

に
携

わ
る

人
材

の
確

保
及

び
資

質
の

向
上

を
図

る
た

め
』

と
い

う
本

事
業

の
趣

旨
を

十
分

ご
理

解
く

だ
さ

い
。

も
し

、
賃

金
改

善
を

行
う

場
合

は
、

施
設

長
の

賃
金

改
善

が
、

他
の

職
員

と
均

衡
を

失
す

る
な

ど
、

偏
っ

た
賃

金
改

善
を

行
う

こ
と

の
な

い
よ

う
ご

留
意

く
だ

さ
い

。
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Ⅳ
処

遇
改

善
Ｆ
Ａ
Ｑ

2
0

賃
金

改
善

の
対

象
範

囲

個
人

で
家

庭
的

保
育

事
業

を
実

施
し

て
い

る
家

庭
的

保
育

者
は

、
賃

金
改

善
の

対
象

と
し

て
よ

い
か

。
法

人
化

し
て

い
な

い
個

人
事

業
主

で
あ

る
家

庭
的

保
育

者
の

場
合

も
賃

金
改

善
の

対
象

と
な

り
ま

す
。

2
1

賃
金

改
善

の
対

象
範

囲

年
度

途
中

で
採

用
し

た
職

員
や

退
職

し
た

職
員

に
対

し
て

賃
金

改
善

を
行

っ
て

も
よ

い
か

。
対

象
と

し
て

構
い

ま
せ

ん
。

賃
金

改
善

実
施

期
間

に
お

い
て

、
賃

金
改

善
実

施
日

に
施

設
・

事
業

所
に

勤
務

す
る

職
員

（
産

休
・

育
休

含
む

）
が

対
象

と
な

り
、

実
際

に
賃

金
改

善
を

行
う

職
員

の
範

囲
は

、
各

施
設

・
事

業
所

が
決

定
し

ま
す

。

2
2

賃
金

改
善

の
基

準
年

度

処
遇

改
善

等
加

算
Ⅰ

に
つ

い
て

は
、

基
準

年
度

の
賃

金
水

準
以

上
の

改
善

に
全

て
充

て
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
の

か
。

処
遇

改
善

等
加

算
Ⅰ

の
賃

金
改

善
要

件
分

は
、

基
準

年
度

の
賃

金
水

準
以

上
の

改
善

に
全

て
充

て
て

く
だ

さ
い

。
基

礎
分

に
つ

い
て

は
、

適
切

に
定

期
昇

給
等

に
充

て
る

こ
と

を
基

本
と

し
ま

す
。

2
3

実
績

報
告

書
の

作
成

賃
金

改
善

額
に

対
す

る
法

定
福

利
費

が
年

度
終

了
時

ま
で

確
定

し
な

い
場

合
は

、
ど

の
よ

う
に

額
を

算
出

す
れ

ば
よ

い
の

か
。

法
定

福
利

費
の

計
算

に
あ

た
っ

て
は

、
合

理
的

な
方

法
に

基
づ

く
概

算
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る

と
さ

れ
て

お
り

、
各

施
設

の
実

態
に

応
じ

て
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
方

法
に

よ
り

、
算

定
し

ま
す

。
合

理
的

な
方

法
と

は
、

例
え

ば
、

当
該

制
度

に
職

員
が

加
入

し
て

い
る

か
ど

う
か

、
賃

金
改

善
の

時
期

及
び

方
法

を
勘

案
し

た
上

で
、

賃
金

改
善

に
要

し
た

費
用

に
各

制
度

の
保

険
料

率
を

乗
じ

る
方

法
等

が
考

え
ら

れ
ま

す
。

保
険

料
率

は
通

常
の

給
与

支
給

時
に

か
か

る
税

率
で

す
。

2
4

実
績

報
告

書
の

作
成

例
え

ば
、

３
月

分
の

給
与

支
払

日
は

４
月

2
5
日

な
ど

、
翌

月
払

い
と

し
て

い
る

場
合

、
ど

の
時

点
で

実
績

報
告

す
る

の
か

。
実

際
の

給
与

の
支

払
日

が
翌

月
に

な
る

場
合

で
も

、
賃

金
改

善
計

画
に

含
め

て
い

た
場

合
に

は
、

当
該

年
度

の
報

告
に

含
め

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、
賃

金
改

善
報

告
書

は
、

年
度

終
了

後
す

み
や

か
に

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。

2
5

実
績

報
告

書
の

作
成

賃
金

改
善

見
込

額
と

加
算

実
績

額
が

大
幅

に
ず

れ
た

た
め

、
「

賃
金

改
善

に
要

し
た

費
用

」
が

加
算

実
績

額
を

下
回

っ
て

し
ま

っ
た

場
合

、
差

額
を

返
還

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
の

か
。

差
額

を
返

還
す

る
必

要
は

あ
り

ま
せ

ん
。

翌
年

度
に

お
い

て
、

そ
の

全
額

を
一

時
金

等
に

よ
り

賃
金

改
善

に
充

て
て

く
だ

さ
い

。

2
6

実
績

報
告

書
の

作
成

賃
金

改
善

を
実

施
し

た
職

員
が

退
職

し
た

場
合

、
自

署
は

ど
う

す
れ

ば
よ

い
か

。
賃

金
改

善
を

行
っ

た
時

点
で

署
名

を
も

ら
い

ま
す

の
で

、
原

則
は

署
名

さ
れ

て
い

る
か

と
思

い
ま

す
。

し
か

し
、

何
等

か
の

事
情

に
よ

り
、

署
名

が
い

た
だ

け
て

い
な

か
っ

た
場

合
は

、
郵

送
等

で
ご

本
人

の
サ

イ
ン

を
受

領
し

て
く

だ
さ

い
。

2
7

会
計

助
成

金
の

会
計

処
理

に
つ

い
て

、
会

計
処

理
の

際
の

勘
定

科
目

は
何

に
な

る
か

。
給

付
費

（
認

可
保

育
所

は
委

託
費

）
の

一
部

と
し

て
扱

う
こ

と
に

な
る

の
か

。
国

の
処

遇
改

善
等

加
算

Ⅰ
は

給
付

費
（

認
可

保
育

所
は

委
託

費
）

と
同

様
に

取
り

扱
っ

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、
社

会
福

祉
法

人
会

計
基

準
で

は
、

大
区

分
が

「
保

育
所

事
業

収
入

」
、

中
区

分
が

給
付

費
（

認
可

保
育

所
は

委
託

費
）

は
「

保
育

所
運

営
費

収
入

」
に

な
り

ま
す

。

2
8

処
遇

改
善

と
保

育
所

委
託

費
の

弾
力

運
用

の
関

係

保
育

所
委

託
費

の
弾

力
運

用
の

要
件

と
し

て
、

処
遇

改
善

等
加

算
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6-2 処遇改善等加算Ⅱについて 

※ 本資料内容は市会での予算議決等を経て決定しますので、あらかじめご了承ください。 

Ⅰ 処遇改善等加算Ⅱの制度の概要         

１ 趣旨 

  教育・保育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り、質の高い保育を安定的に

供給していくためには、職員が意欲とやりがいを持って「長く働くことができる」職場を、

施設・事業所が自ら構築していく必要があります。 

  そのために、職員の平均経験年数や賃金改善・キャリアアップの取組に応じた人件費の

加算として「処遇改善等加算Ⅰ」を、技能・経験を積んだ職員に係る追加的な人件費の加

算として「処遇改善等加算Ⅱ」を加算します。 

  本項目では、技能・経験を積んだ職員に係る追加的な人件費の加算である「処遇改善等

加算Ⅱ」を説明します。 

 

２ 処遇改善等加算Ⅱの概要  

・副主任保育士・専門リーダー・中核リーダー及びこれらに相当する職位 

（月額４万円の処遇改善の対象（園長・主任保育士等を除いた職員の概ね 1/3）） 

・職務分野別リーダー・若手リーダー及びこれらに相当する職位 

（月額５千円の処遇改善の対象（園長・主任保育士等を除いた職員の概ね 1/5）） 

等を設けることにより、キャリアパスの仕組みを構築し、幼稚園教諭や保育士等の処遇

改善に取り組む施設・事業所に対して、キャリアアップによる処遇改善に要する費用を

公定価格に上乗せを行うもの。（公定価格上の加算（処遇改善等加算Ⅱ）の創設） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 要件 

ア 次に掲げる要件を満たす賃金改善を実施する計画を策定していること。 

（ア） 加算対象職員（副主任保育士、専門リーダー、中核リーダー、職務分野別リーダー、

若手リーダー又はこれらに相当する職位の発令や職務命令を受けている職員をいう。

以下同じ。）の平成 28年度における賃金水準に対して改善するものであること。 

（イ）賃金改善見込額が、以下のいずれも満たすこと。 

① 副主任保育士、専門リーダー、中核リーダー及びこれらに相当する職位（以下「副

主任保育士等」という。）について、賃金改善見込額が加算見込額以上であること  

② 職務分野別リーダー、若手リーダー及びこれらに相当する職位（以下「職務分野別

リーダー等」）について、賃金改善見込額が加算見込額以上であること 

 

＜副主任保育士等 

（月額４万円の処遇改善の対象者）＞ 

・経験年数が概ね７年以上 

・キャリアアップ研修のうち４分野以

上の研修を受講していること 

＜職務分野別リーダー等 

（月額５千円の処遇改善の対象者）＞ 

・経験年数が概ね３年以上 

・キャリアアップ研修のうち担当する

分野の研修を受講していること 
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（ウ）イからケを満たすものであること 

イ 副主任保育士等及び職務分野別リーダー等については、発令や職務命令が行われてい

ること。（家庭的保育事業所及び居宅訪問型保育事業所以外の施設・事業所） 

 

 

 

 

 

 

ウ 副主任保育士等及び職務分野別リーダー等は、施設・事業所の種類に応じ、 

（ア）から（ウ）に定める職位とする。  

（ア）幼稚園 

中核リーダー、専門リーダー、若手リーダー又はこれらに相当する職位（教務主任・

学年主任等を含む。）  

（イ）保育所及び地域型保育事業所 

副主任保育士、専門リーダー、職務分野別リーダー又はこれらに相当する職位 

（ウ）認定こども園 （ア）及び（イ）に相当する職位 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 副主任保育士等及び職務分野別リーダー等については、以下の要件を満たすものとな

っていること。 

ただし、家庭的保育事業所及び居宅訪問型保育事業所以外の施設・事業所においては、

経験年数に係る要件について、施設・事業所の職員の構成・状況を踏まえ、施設・事業所

の判断で柔軟な対応が可能。  

また、家庭的保育事業所及び居宅訪問型保育事業所にあっては、副主任保育士等につ

いて「概ね７年以上」とあるのを「７年以上」、職務分野別リーダー等について「概ね３

年以上」をとあるのを「３年以上」と読み替える。  

（ア）副主任保育士等については、概ね７年以上の経験年数を有するとともに、別に定め

る研修を修了していること。  

（イ）職務分野別リーダー等については、概ね３年以上の経験年数を有し、「乳児保育」「幼

児教育」「障害児保育」「食育・アレルギー」「保健衛生・安全対策」「保護者支援・子育

て支援」のいずれかの分野（若手リーダー又はこれに相当する職位については、これ

に準ずる分野や園運営に関する連絡調整等）を担当するとともに、別に定める研修を

修了していること。 
 

 
 

Ｐｏｉｎｔ① 

 
 

●役職の名称はあくまでも例として示されているものですので、各施設・事業所にお

ける業務実態等を踏まえ、これら以外の名称を使用することも可能です。 

●既にこれらに相当する役職が設定されている場合、そのまま処遇改善等加算Ⅱの対

象とすることも可能です。 

Ｐｏｉｎｔ② 

●賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）を提出する際には、加算

対象職員に対する発令等を確認できる書類（役職付きの名簿や園内の業務分担表等）

を添付する必要があります。 
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ただし、研修について平成 30年度以降は、職員の研修の受講状況等を踏まえ決定す

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 加算対象職員については、保育士や教諭に限るものではなく、看護師や調理員、栄養

士、事務職員等（非常勤職員含む）も対象となること。  

カ 副主任保育士等に係る賃金改善額は原則として月額４万円とすること。 

ただし、施設・事業所における職員の経験年数・技能及び給与実態等を踏まえ、施設・

事業所が必要と認める場合には、月額４万円の賃金改善を行う職員数を「人数Ａ÷２（１

人未満の端数は切り捨て）」人確保した上で、その他の技能・経験を有する職員（園長及

び職務分野別リーダー等を除く。）について月額５千円以上月額４万円未満の賃金改善額

とすることができること。 

キ 職務分野別リーダー等に係る賃金改善額は月額５千円とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜副主任保育士等 

（月額４万円の処遇改善の対象者）＞ 

・経験年数が概ね７年以上 

・キャリアアップ研修のうち４分野以

上の研修を受講していること 

＜職務分野別リーダー等 

（月額５千円の処遇改善の対象者）＞ 

・経験年数が概ね３年以上 

・キャリアアップ研修のうち担当する

分野の研修を受講していること 

 
 

●加算対象職員は、国の算定表に基づく人数により上限が定められるため、経験７年

（３年）以上の職員すべてが処遇改善の対象になるわけではありません。 

（※そのため、平成 30 年度から市独自に職員処遇改善費を助成し、国の公定価格と併

せて経験年数７年０か月以上の保育士等に月額４万円の賃金改善を実施します。） 

●経験年数は概ねの「目安」であり、各施設・事業所（家庭的保育事業及び居宅訪問型

保育事業以外）の職員の構成や状況を踏まえて、経験年数が７年未満や３年未満の職員

であっても、施設・事業所の判断で柔軟に対象とすることが可能です。 

●１人の職員が副主任保育士等と職務分野別リーダー等を兼務することはできません。 

Ｐｏｉｎｔ④ 

 
 

Ｐｏｉｎｔ③ 
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ク 賃金改善が基本給又は役職手当や職務手当など職責若しくは職務に応じて、決まって

毎月支払われる手当により行われるものであること。  

ケ 賃金改善の実施により、当該賃金改善を行う給与の項目以外の給与水準を低下させて

はならないこと。ただし、業績に応じて変動することとされている賞与等が当該要因に

より変動した場合についてはこの限りではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ 施設・事業所職員の職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要件（施設・事

業所職員の賃金に関するものを含む。）及びこれに応じた賃金体系（一時金等の臨時的に

支払われるものを除く。）を定め、全ての施設・事業所職員に周知していること。 

 

 

 

 

 

サ 賃金改善の具体的内容について「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改

善費）」を作成し、職員に対して当該計画の内容について周知を行うこと。 

シ 加算実績額と賃金改善の実施に要した費用の総額を比較して差額が生じた場合につい

ては、翌年度において、その全額を当該年度の加算対象職員の賃金改善に充てること。  

 

 
 

●対象人数を絞って「月額４万円」「月額５千円」を超える賃金改善を行うことはでき

ません。 

●処遇改善等加算Ⅱを取得するためには、副主任保育士等と職務分野別リーダー等の

両方の処遇改善を行うことが必要となります。 

●職務分野別リーダー等に副主任保育士等に係る加算額の一部を配分することはでき

ません。※職務分野別リーダー等の賃金改善額は月額５千円で固定！ 

●主任保育士や主幹教諭に相当する職種、幼稚園の副園長・教頭については、今回の

処遇改善の主たる対象としていませんが、各施設・事業所における給与水準のバラン

ス等を踏まえて、必要な場合には、これらの職種についても月額５千円以上４万円未

満の範囲の賃金改善を行うことが可能です。 

 

Ｐｏｉｎｔ⑤ 

 
 

●今回の賃金改善については、必ずしも新たな手当を創設して対応する必要はなく、

既存の手当を増額する方法で行うことも可能です。 

●処遇改善等加算Ⅱにおいては、平成 28 年度時点の賃金水準からの改善が必要とな

るため、従来から支給している手当を賃金改善額として取り扱うことはできません。 

●賃金改善は月額で確実に行う必要があるため、各月で変動する超過勤務手当の処遇

改善に伴う増加分や連動して引き上がった賞与分については、賃金改善（見込）額に

は含められません。 

Ｐｏｉｎｔ⑥ 

 
 ●賃金改善を月額で確実に行う必要があるため、職務内容や賃金体系等を記載した

給与規定等を改正し、全ての職員に周知してください。 

Ｐｏｉｎｔ⑦ 
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ス 年度終了後速やかに、市長に対して｢賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員

処遇改善費）｣を提出すること。 

セ 本加算に係る賃金改善に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を実績報告後５年間保管し

ておかなければならないこと。  
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４ 処遇改善等加算Ⅱの算出について  

（１）処遇改善等加算Ⅱ算出について 

   各施設・事業所に適用される処遇改善等加算Ⅱは、公定価格の「単価」及び「加算対

象職員数」をもとに算定します。 

   各施設・事業所では、「加算対象職員数（人数Ａ及び人数Ｂ）」を「積算表」にて算出

していただければ、処遇改善等加算Ⅱの金額が自動的に算出されます。 

 

（２）処遇改善等加算Ⅱの計算方法 

   処遇改善等加算Ⅱの単価は、 

   ｛単価×加算対象職員数（人数Ａ）｝＋｛単価×加算対象職員数（人数Ｂ）｝ 

   ÷各月初日の利用子ども数 

   で算出されます。 

 ア 単価  

   単価は、以下の加算を合算した額を各月初日の利用子ども数で除した額です。 

○公定価格（30 年度単価案） 

 

 イ 加算対象職員数 ※加算対象職員数は、「積算表」で自動的に算出することができます。 

   処遇改善等加算Ⅱの算定に用いる職員の数（上記アの公定価格告示別表第二及び第三

の「人数Ａ」及び「人数Ｂ」）を指しています。 

   また、処遇改善等加算Ⅱの算定に用いる職員の数を算出するにあたっては、施設・事

業所で、「人数Ａ」及び「人数Ｂ」の算定の基礎となる職員数を算出し、これに、「人数

Ａ」については１／３、「人数Ｂ」については１／５を乗じて得た人数（これらに１人未

満の端数がある場合には四捨五入する。ただし、四捨五入した結果が「零」となる場合

は「１」とする。）となります。 

 

（３）処遇改善等加算Ⅱの請求について 

   処遇改善等加算Ⅱを申請するにあたり、１年を通して「加算認定申請」「賃金改善計画

の策定」「賃金改善実績の確認」の３回にわたり資料提出を行っていただく必要がありま

す。（提出書類の流れは処遇改善等加算Ⅰと同じです。） 

施設・事業所種別 処遇改善等加算Ⅱ-① 処遇改善等加算Ⅱ-② 

幼稚園 50,460円×人数Ａ 6,310円×人数Ｂ 

保育所 

小規模保育事業 

事業所内保育事業（６名以上） 

48,730円×人数Ａ 6,090円×人数Ｂ 

認定こども園（１号認定） 49,590円×人数Ａ×１/２ 6,200円×人数Ｂ×１/２ 

認定こども園（２・３号認定） 49,590円×人数Ａ×１/２ 6,200円×人数Ｂ×１/２ 

家庭的保育事業 

事業所内保育事業（５名以下） 

居宅訪問型保育事業 

48,730円 6,090円 
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※加算対象職員数等認定の通知後からの請求について 

 認定した「加算対象職員数」と、事前の請求で使用していただいた「加算対象職員数」で

変更があった場合には、認定した「加算対象職員数」で過誤・再請求をしていただく必要が

あります。 

 

Ⅱ 加算の手続き            

１ 加算認定申請（処遇改善等加算Ⅱ）について  

 
＜提出書類＞ 

 ●全施設・事業所 

 １「加算認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第５号様式）」 

 ２「各月平均の児童数の年齢別児童数」を採用した場合、「平均年齢別児童数計算表」 

 ３「平成 30年度 処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費の加算見込額積算表」 

 

 ※「経験年数」の根拠となる書類は、「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）」を 

もって市が確認をするため、提出は省略します。 

 ※「加算対象人数の基礎となる職員数」の算出方法を示した書類は、「積算表」を 

もって市が確認をするため、提出は省略します。 

 

（１）加算対象職員の考え方 

   処遇改善等加算Ⅱの加算認定申請をするにあたり、「加算対象職員数」の算出が必要

となります。「加算対象職員数」は、年齢別児童数及び各種加算の適用状況等を用いて

計算されます。なお、「加算対象職員数」は、「積算表」に年齢別児童数及び各種加算

の適用状況を入力することで、自動的に人数が算出されます。 

 

  

～４月

１加算認定申請

８～９月頃

２賃金改善計画の策定

翌年７～８月頃

３賃金改善実績の確認

～４月

１加算認定申請

８～９月頃

２賃金改善計画の策定

翌年７～８月頃

３賃金改善実績の確認
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  ＜参考＞ 

   処遇改善等加算Ⅱの算定に用いる職員の数（公定価格告示別表第二及び第三の「人数

Ａ」及び「人数Ｂ」）については、施設・事業所の種類ごとに「（参考）加算対象職員数

（「人数Ａ」、「人数Ｂ」）の算定の基礎となる職員数 算定表」の右欄により算出される

人数を基礎とし、これに、「人数Ａ」については１／３、「人数Ｂ」については１／５を

乗じて得た人数となります。 

   ただし、家庭的保育事業所、事業所内保育事業所（利用定員５人以下の事業所に限

る。）及び居宅訪問型保育事業所について、この加算を算定する場合は、「人数Ａ」及び

「人数Ｂ」のいずれか一方を「１」とし、他方を「零」とします。 

   また、算出に当たって使用する年齢別児童数は、「当該年度４月時点」または「各月

平均」の年齢別児童数、各種加算の適用状況については当該年度４月時点における適用

状況によります。 
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（参考）加算対象職員数（「人数Ａ」、「人数Ｂ」）の算定の基礎となる職員数 算定表 
○平成 29年４月 27日付「施設型給付費等に係る処遇改善等加算について」（府子本第 
３５７号、29文科初第２１５号、雇児発 0427第８号）（抜粋） 

 
特定教育・保育施設等の 

種類 

「人数Ａ」及び「人数Ｂ」の算定の基礎となる職員数 

幼稚園 以下のａから g の合計に、定員 35 人以下の場合は 1.2、定員 36 人～

90人の場合は 1.4、定員 91人～120人の場合は 2.2、定員 121人～300

人の場合は 3、定員 301 人以上の場合は 2 を加え、h 及び i の合計を

減じた人数 

a 年齢別配置基準による職員数 

｛４歳以上児数×1/30（小数点第 2 位以下切り捨て）｝＋｛３歳児及

び満 3歳児数×1/20（同）｝（小数点第 1位以下四捨五入） 

※1 ３歳児配置改善加算を受けている場合  

｛3 歳児及び満 3歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児及び満 3歳児

数×1/15（同）｝に置き換えて算出 

※2 満 3歳児対応加配加算を受けている場合  

  ⅰ）3歳児配置改善加算を受けていない場合 

｛3歳児及び満 3歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児数（満 3歳児

を除く）×1/20（同）｝+｛満 3 歳児数×1/6（同）｝に置き換え

て算出 

  ⅱ）3歳児配置改善加算を受けている場合 

｛3 歳児及び満 3歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児数（満 3歳児

を除く）×1/15（同）｝+｛満 3 歳児数×1/6（同）｝に置き換え

て算出  

b チーム保育加配加算を受けている場合  

加配人数 

c 通園送迎加算を受けている場合 

  定員 150人以下は 0.8、定員 151人以上は 1.5  

d  給食実施加算を受けている場合  

  定員 150人以下は１、定員 151人以上は２ 

e 主幹教諭等専任加算を受けている場合 １ 

f 指導充実加配加算を受けている場合 0.8 

g 事務負担対応加配加算を受けている場合 0.8 

h 副園長・教頭配置加算を受けている場合 １ 

i 年齢別配置基準を下回る場合 下回る人数（必要教員数 

－配置教員数） 

 

保育所 以下のａからｆの合計に、定員 40 人以下の場合は 1.5、定員 41 人～

90人の場合は 2.5、定員 91人～150 人の場合は 2.3、定員 151 人以上

の場合は 3.3を加えた人数 

ａ 年齢別配置基準による職員数 

｛４歳以上児×1/30（小数点第 2 位以下切り捨て）｝＋｛３歳児数×

1/20（同）｝＋｛１，２歳児数×1/6（同）｝＋｛０歳児数×1/3（同）｝

（小数点第 1位以下四捨五入） 

 ただし、３歳児配置改善加算を受けている場合は以下により算出さ

れた数とする。 

｛４歳以上児×1/30（小数点第 2位以下切り捨て）｝＋｛３歳児数×

1/15（同）｝＋｛１，２歳児数×1/6（同）｝＋｛０歳児数×1/3（同）｝

（小数点第 1位以下四捨五入） 

ｂ 保育標準時間認定の児童がいる場合 1.4 

ｃ 主任保育士専任加算を受けている場合 １ 
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ｄ 事務職員雇上加算を受けている場合 0.3 

ｅ 休日保育加算を受けている場合 0.5 

ｆ チーム保育推進加算を受けている場合 １ 

認定こども園 以下のａから m の合計に、定員 90 人以下の場合は 1.4、定員 91 人以

上の場合は 2.2を加え、nから pの合計を減じた人数 

a 年齢別配置基準による職員数 

｛４歳以上児数×1/30（小数点第 2位以下切り捨て）｝＋｛３歳児及

び満 3歳児数×1/20（同）｝＋｛１，２歳児数（保育認定子どもに

限る。）×1/6（同）｝＋｛乳児数×1/3（同）｝（小数点第 1位以下

四捨五入） 

※1 ３歳児配置改善加算を受けている場合  

｛３歳児及び満 3歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児及び満 3歳児数×

1/15（同）｝に置き換えて算出 

※2 満 3歳児対応加配加算を受けている場合  

  ⅰ）3歳児配置改善加算を受けていない場合 

｛3 歳児及び満 3歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児数（満 3歳児を

除く）×1/20（同）｝+｛満 3 歳児数×1/6（同）｝に置き換えて

算出 

  ⅱ）3歳児配置改善加算を受けている場合 

｛3歳児及び満 3歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児数（満 3歳児を

除く）×1/15（同）｝+｛満 3 歳児数×1/6（同）｝に置き換えて

算出 

b 非常勤講師（1号定員 35人以下又は 121 人以上に限る） 0.8 

c 休けい保育士 2・3号定員 90人以下は 1、91人以上は 0.8 

d 調理員 2・3号定員 40人以下は 1、41人以上 

150人以下は 2、151 人以上は 3 

e 保育標準時間認定の児童がいる場合 1.4 

f 学級編制調整加配加算を受けている場合 １ 

g チーム保育加配加算を受けている場合  

加配人数 

h 通園送迎加算を受けている場合 

1号定員 150人以下は 0.8、定員 151人以上は 1.5  

i  給食実施加算を受けている場合  

 1号定員 150人以下は１、定員 151 人以上は２ 

j 休日保育加算を受けている場合 0.5 

k 事務職員配置加算を受けている場合 0.8 

l 指導充実加配加算を受けている場合 0.8 

m 事務負担対応加配加算を受けている場合 0.8 

n 副園長・教頭配置加算を受けている場合 １ 

o 主幹保育教諭等の専任化により子育て支援の取り組みを実施して

いない場合であって代替保育教諭等を配置していない場合  配置

していない人数（必要代替保育教諭等数-配置代替保育教諭等数） 

p 年齢別配置基準を下回る場合 下回る人数（必要保育教諭等数－

配置保育教諭等数） 

小規模保育事業所（Ａ型、

Ｂ型） 

以下のａから cの合計に 1.3 を加え、dを減じた人数 

ａ 年齢別配置基準による職員数 

｛１，２歳児数×1/6（小数点第 2 位以下切り捨て）｝＋｛０歳児数

（同）×1/3（同）｝＋１（小数点第 1位以下四捨五入） 

ただし、障害児保育加算を受けている場合は以 

下により算出された数とする。 

｛１，２歳児数（障害児を除く）×1/6（小数第 2位以下切り捨て）｝

＋｛０歳児数（同）×1/3（同）｝＋｛障害児数×1/2（同）｝＋１（小
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数点第 1位以下四捨五入） 

ｂ 保育標準時間認定の児童がいる場合 0.4 

ｃ 休日保育加算を受けている場合 0.5 

ｄ 食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の

方法による減算を受けている場合 １ 

小規模保育事業所（Ｃ型） 以下のａ、bの合計に 1.6を加え、cを減じた人数 

ａ 年齢別配置基準による職員数 

子ども３人につき１人（家庭的保育補助者を配置 

する場合は子ども５人）（小数点第 1位以下四捨五入） 

ただし、障害児保育加算を受けている場合は以 

 下により算出された数とする。 

｛グループの利用子ども数（障害児を除く）×1/5 

（小数点第 2位以下切り捨て）｝＋｛障害児数×1/2 

（同）｝（小数点第 1位以下四捨五入） 

ｂ 保育標準時間認定の児童がいる場合 0.4 

ｃ 食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の

方法による減算を受けている場合 １ 

事業所内保

育 事 業 所

（利用定員

６人以上） 

事業所内保

育 事 業 所

（Ａ型、Ｂ

型） 

以下のａから cの合計に 1.3 を加え、dを減じた人数 

ａ 年齢別配置基準による職員数 

｛１，２歳児数×1/6（小数点第 2 位以下切り捨て）｝＋｛０歳児

数（同）×1/3（同）｝＋１（小数点第 1位以下四捨五入） 

ただし、障害児保育加算を受けている場合は以下により算出され

た数とする。 

｛１，２歳児数（障害児を除く）×1/6（小数点第 2位以下切り捨

て）｝＋｛０歳児数（同）×1/3（同）｝＋｛障害児数×1/2（同）｝

＋１（小数点第 1位以下四捨五入） 

ｂ 保育標準時間認定の児童がいる場合 0.4 

ｃ 休日保育加算を受けている場合 0.5 

ｄ 食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の

方法による減算を受けている場合 １ 

 事業所内保

育 事 業 所

（ 20 人 以

上） 

以下のａから c の合計に、定員 40 人以下の場合は 1.5、41 人～90 人

の場合は 2.5を加え、dを減じた人数 

ａ 年齢別配置基準による職員数 

｛１，２歳児数×1/6（同）｝＋｛０歳児数×1/3（同）｝（小数点第 1

位以下四捨五入） 

ただし、障害児保育加算を受けている場合は以下により算出された

数とする。 

｛１，２歳児数（障害児を除く）×1/6（小数点第 2位以下切り捨

て）｝＋｛０歳児数（同）×1/3（同）｝＋｛障害児数×1/2（同）｝

（小数点第 1位以下四捨五入） 

ｂ 保育標準時間認定の児童がいる場合 1.4 

ｃ 休日保育加算を受けている場合 0.5 

ｄ 食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の

方法による減算を受けている場合  

定員 40人以下 １ 

定員 41人以上 ２ 
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 （ア）年齢別児童数の考え方 

    年齢別児童数は次のどちらかを選択していただきます。 

   ①当該年度４月時点の年齢別児童数 

    当該年度４月初日の利用子ども数 

   ②各月平均の年齢別児童数 

    初めに前年度の各月初日の利用子ども数について、前年度の増減率を算出します。

この増減率を当該年度の４月初日の利用子ども数に乗じて、各月平均の利用子ども数

を算出します。その合計を 12か月で除して算出した数になります。 

    ※各月平均の年齢別児童数を算定に用いる場合は、「平均年齢別児童数計算表」の

添付が必要となります。 

 

 （イ）各種加算の適用状況の考え方 

    加算認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第５号様式）には、各

種加算の当該年度４月時点における適用状況を記載してください。 

    なお、各種加算の適用状況については、４月の「公定価格加算・調整項目届出書」

をご参照いただくことを推奨します。 
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（２）加算対象職員数の算出方法イメージ 

   ＨＰに掲載する「積算表」で算出してください。 

 

 【例①】保育所の場合（定員７０名） 

（３歳児配置改善加算あり、主任保育士専任加算あり、事務職員雇上加算あり、 

標準時間認定児童あり） 

４月１日の利用
児童数 

国基準 
保育士数 

標準時間 
対応分 

主任 
保育士分 

事務 
職員分 

利用定員数に 

基づく職員数 
合計 

０歳児 ６人 ２人      

１歳児 １２人 
４人 

     

２歳児 １２人      

３歳児 １３人 ０．８

人 

     

４歳児 １３人 ０．９

人 

     

５歳児 １４人      

合計 ７０人 ８人 １．４

人 

１人 ０．３

人 

２．５人 １３．２人 

 ★算出基礎となる人数＝１３人（１３．２人を四捨五入した人数） 

「人数Ａ」＝１３×１／３＝４人（４．３人を四捨五入した人数） 

「人数Ｂ」＝１３×１／５＝３人（２．６人を四捨五入した人数） 

 ★加算見込額（月額） 

  3,040円（１人当たり単価）×70人＝212,800円 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 
48,730円×４人＝

194,920円 
213,190円（①②合計額） 

÷70人（利用児童数） 

＝3,040円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－② 
6,090円×３人＝

18,270円 
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【例②】幼稚園の場合（定員１８０名） 

（３歳児配置改善加算あり、主幹教諭等専任加算あり、チーム保育加配加算３人、 

給食実施加算あり） 

４月１日の 
利用児童数 

国基準 

幼稚園教諭数 
主幹 

教諭分 
チーム保育 

加配加算分 

給食実施 

加算分 

※定員による 

利用定員数に 

基づく職員数 
合計 

３歳児 ６０人 ４人      

４歳児 ６０人 
４人 

     

５歳児 ６０人      

合計 180人 ８人 １人 ３人 ２人 ３人 １７人 

 ★算出基礎となる人数＝１７人 

「人数Ａ」＝１７×１／３＝６人（５．６人を四捨五入した人数） 

「人数Ｂ」＝１７×１／５＝３人（３．４人を四捨五入した人数） 

 ★加算見込額（月額） 

  1,780円（１人当たり単価）×180人＝320,400円 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 
50,460円×６人＝

302,760円 
321,690円（①②合計額） 

÷180人（利用児童数） 

＝1,780円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－② 
6,310円×３人＝

18,930円 
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 【例③】認定こども園の場合（定員２４０名（１号定員 180名、２・３号定員 60名）） 

（３歳児配置改善加算あり、学級編成調整加配加算あり、チーム保育加配加算３人、 

給食実施加算あり、標準時間認定児童あり） 

４月１日の 
利用児童数 

国基
準 

保育
教諭
数 

標準時

間 

対応分 

学級編

成調整

加配加

算分 

チーム

保育 

加配加

算分 

給食実

施 

加算分 

※定員

による 

休け

い保

育士

分 

調理

員分 

非常勤

講師分 

事務職

員配置

加算分 

利用定

員数に 

基づく

職員数 

合計 

０歳児 

（３号） 
６人 ２人           

１歳児 

（３号） 
12人 

４人 

          

２歳児 

（３号） 
12人           

３歳児 

（１号） 
60人 

５人 

          

３歳児 

（２号） 
15人           

４・５

歳児

（１号） 

120人 

4.5

人 

          

４・５

歳児

（２号） 

15人           

合計 240

人 

16

人 

1.4

人 

１人 ３人 ２人 １

人 

２

人 

0.8

人 

0.8

人 

2.2

人 

30.2

人 

 ★算出基礎となる人数＝３０人（３０．２人を四捨五入した人数） 

「人数Ａ」＝３０×１／３＝１０人 

「人数Ｂ」＝３０×１／５＝ ６人 

 ★加算見込額（月額） 

  1,480円（１号・１人当たり単価）×180人＋ 

4,440円（２・３号・１人当たり単価）×60人＝532,800円 

１号 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 

49,590円×10人×

1/2＝247,950円 
266,550円（①②合計額） 

÷180人（利用児童数） 

＝1,480円（1人当たり単価） 
１号 

・処遇改善等加算Ⅱ－② 

6,200円×６人×

1/2＝18,600円 

２・３号 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 

49,590円×10人×

1/2＝247,950円 
266,550円（①②合計額） 

÷60人（利用児童数） 

＝4,440円（1人当たり単価） 
２・３号 

・処遇改善等加算Ⅱ－② 

6,200円×６人×

1/2＝18,600円 
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【例④】家庭的保育事業の場合 

（定員・利用児童数５名で経験年数７年以上の職員がいる場合） 

★家庭的保育事業の場合は、「人数Ａ」及び「人数Ｂ」のいずれか一方を「１」とし、他方

を「０」とします。この場合は、経験年数７年以上の職員がいるため、「人数Ａ」を「１」

とし、「人数Ｂ」を「０」とします。 

 ★加算見込額（月額）  9,740円（１人当たり単価）×５人＝48,700円 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 
48,730円×１人＝

48,730円 
48,730円（①②合計額） 

÷５人（利用児童数） 

＝9,740円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－② 
6,090円×０人＝

０円 

 

 

 

【例⑤】小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型）・事業所内保育事業（定員 19人以下）の場合 

（定員１９名）（標準時間認定児童あり） 

４月１日の 
利用児童数 

国基準 
保育士数 

標準時間 
対応分 

事業種別に 

基づく職員数 合計 

０歳児 ６人 ２人    

１歳児 ６人 
２人 

   

２歳児 ７人    

合計 １９人 ５人 

（配置基準の＋１人含む） 

０．４人 １．３人 ６．７人 

 ★算出基礎となる人数＝７人（６．７人を四捨五入した人数） 

「人数Ａ」＝７×１／３＝２人（２．３人を四捨五入した人数） 

「人数Ｂ」＝７×１／５＝１人（１．４人を四捨五入した人数） 

 ★加算見込額（月額） 

  5,450円（１人当たり単価）×19人＝103,550円 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 
48,730円×２人＝

97,460円 
103,550円（①②合計額） 

÷19人（利用児童数） 

＝5,450円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－② 
6,090円×１人＝

6,090円 
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【例⑥】小規模保育事業（Ｃ型）の場合（定員１０名）（標準時間認定児童あり） 

４月１日の 
利用児童数 

国基準 
家庭的保育者数（3：1） 

標準時間 
対応分 

事業種別に 

基づく職員数 合計 

０歳児 

１０人 ３．３人 

   

１歳児    

２歳児    

合計 １０人 ３．３人 ０．４人 １．６人 ５．３人 

 ★算出基礎となる人数＝５人（５．３人を四捨五入した人数） 

「人数Ａ」＝５×１／３＝２人（１．６人を四捨五入した人数） 

「人数Ｂ」＝５×１／５＝１人 

 ★加算見込額（月額） 

  10,350円（１人当たり単価）×10人＝103,500円 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 
48,730円×２人＝

97,460円 
103,550円（①②合計額） 

÷10人（利用児童数） 

＝10,350円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－② 
6,090円×１人＝

6,090円 
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２ 賃金改善計画書について  

 

＜提出書類＞ 

●全施設・事業所 

１ 賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第６号様式） 

２ 賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第６号様式（添付書類）） 

３ 賃金改善確認書（第２号様式の３） 

４ 処遇改善等加算Ⅱの対象職員に対する発令等を確認できる書類 

 

 ※積算表は、申請の際に提出いただいた積算表をもって市が確認するため、提出は省略

します。 

（１）賃金改善計画 

   処遇改善等加算Ⅱの適用を受ける施設・事業所は「賃金改善計画書（処遇改善等加算

Ⅱ及び職員処遇改善費）（第６号様式）」を策定し、計画を職員に周知し、賃金改善の対

象者から署名をもらった上で市に提出します。 

   計画策定にあたっては、「積算表」で算出した「加算見込額」以上の賃金改善見込額を

積算し、それに基づく改善を行うことが必要です。 

   給与の改善方法や改善額及び改善を行う職員の範囲は、要件をこえない範囲で、施設・

事業所の実情に応じて決定します。 

   なお、「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第６号様式（添付

資料））」も合わせて提出していただきます。 

  ※「積算表」はＨＰに掲載いたします。 

 

（２）賃金改善の要件 

   賃金改善の要件は、「Ⅰ３ 要件」をご確認ください。 

 

（３）賃金改善の対象範囲 

   園長・施設長は対象とはなりません。そのほか、施設・事業所に勤務する職員で、職

種・雇用形態を問わず対象となります。主任保育士・専門リーダー・副園長・教頭等は

施設・事業所のバランスをみて５千円以上４万円未満の範囲で配分することが可能です。 

 

（４）賃金改善を行う給与項目と改善内容 

   「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第６号様式）」には、賃

金改善を行う項目の種類（基本給や手当）及び金額、賃金改善の方法を具体的に記載し

ます。 

   賃金改善の内容によっては、給与規定の変更や、社会福祉法人等の場合は理事会での

承認が必要となる場合がありますので、ご注意ください。 

８～９月頃

２賃金改善計画の策定

～４月

１加算認定申請

翌年７～８月頃

３賃金改善実績の確認
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（５）賃金改善を行う場合の加算見込額の算定 

   賃金改善見込額は、加算見込額以上になるように「賃金改善計画書（処遇改善等加算

Ⅱ及び職員処遇改善費）（第６号様式）」を策定します。賃金改善見込額は、副主任保育

士等及び職務分野別リーダー等に係る賃金改善に要する見込額の総額となります。なお、

基本給又は役職手当や職務手当等職責若しくは職務に応じて決まって毎月支払われる手

当による改善額に限ります。当該改善額に伴う法定福利費等の事業主負担増加額を含み、

処遇改善等加算Ⅰに係る賃金改善見込額を除きます。 

 

（６）賃金改善計画の職員への周知 

   各施設・事業所は全職員に対して、賃金改善計画を周知しなければなりません。全職

員に説明をした後、「賃金改善確認書（第２号様式の３）」により、賃金改善の対象者か

ら署名をもらい、写しを取った上で原本を市に提出します。 

   ※実績報告の際は、賃金改善の対象者から再度、署名をもらうことになりますので、

写しは必ず保管してください。 
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（参考）副主任保育士等に係る賃金改善額の配分イメージ（法定福利費等の事業主負担額を除く）  

 【例①の保育所の場合】「人数Ａ」・・・４人、「人数Ｂ」・・・３人 

            加算見込額（法定福利費等除く）・・・１７５，０００円／月 

 ＜パターン１＞：原則どおり月額４万円又は月額５千円の賃金改善により実施 

★保育士Ａ～Ｄには月額４万円の賃金改善、Ｅ～Ｇには月額５千円の賃金改善 

・保育士Ａ（経験年数 15 年：副主任保育士を発令）…40,000 円 

・保育士Ｂ（経験年数 12 年：専門リーダーを発令）…40,000 円 

・保育士Ｃ（経験年数 10 年：専門リーダーを発令）…40,000 円 

・保育士Ｄ（経験年数 ８年：専門リーダーを発令）…40,000 円 

・保育士Ｅ（経験年数 ６年：職務分野別リーダー（乳児保育）を発令）…5,000 円 

・保育士Ｆ（経験年数 ５年：職務分野別リーダー（障害児保育）を発令）…5,000 円 

・保育士Ｇ（経験年数 ３年：職務分野別リーダー（幼児保育）を発令）…5,000 円 

配分額合計・・・１７５，０００円 

 

 

 ＜パターン２＞：月額４万円の配分については、各幼稚園・保育所等の判断で、技能・経

験を有するその他の職員(園長及び職務分野別リーダー・若手リーダー※を除く)にも配

分（月額５千円以上～４万円未満）。 

ただし、実際に月額４万円の賃金改善を行う職員を、「人数Ａ」の１／２（端数切り捨

て）は確保 

 ★保育士Ａ～Ｂには月額４万円の賃金改善（４人の 1/2 で２人は４万円の改善を確保）、 

Ｃ、Ｄ、Ｈ、Ｉには月額２万円の賃金改善、Ｅ～Ｇには月額５千円の賃金改善 

・保育士Ａ（経験年数 15 年：副主任保育士を発令）…40,000 円 

・保育士Ｂ（経験年数 12 年：専門リーダーを発令）…40,000 円 

・保育士Ｃ（経験年数 10 年：専門リーダーを発令）…20,000 円 

・保育士Ｄ（経験年数 ８年：専門リーダーを発令）…20,000 円 

・保育士Ｈ（経験年数 ７年：専門リーダーを発令）…20,000 円 

・看護師Ｉ（経験年数 ７年：専門リーダーを発令）…20,000 円 

・保育士Ｅ（経験年数 ６年：職務分野別リーダー（乳児保育）を発令）…5,000 円 

・保育士Ｆ（経験年数 ５年：職務分野別リーダー（障害児保育）を発令）…5,000 円 

・保育士Ｇ（経験年数 ３年：職務分野別リーダー（幼児保育）を発令）…5,000 円 

配分額合計・・・１７５，０００円 
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３ 賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ）について  

 

 

 ＜提出資料＞ 

●全施設・事業所 

１ 賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第７号様式） 

  ２ 賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第７号様式（添付書

類）） 

４ 賃金改善確認書（第２号様式の３） 

 

（１）賃金改善実績の報告 

   策定した賃金改善計画に基づき、１年をとおして賃金改善を実施します。その実績を

「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第７号様式）」にて市

に報告します。 

 

（２）賃金改善実績確認のための加算実績額 

   加算実績額は、当該年度における処遇改善等加算Ⅱの総額（実績）となります。賃金

改善実施期間における給付費の総額を翌年度７月以降に市から別途通知します。通知さ

れた金額を「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第７号様

式）」内の（１）①に転記してご提出ください。 

 

（３）賃金改善に要した費用の総額 

   実際に賃金改善を行った金額の人件費等（法定福利費等含む）の増額分を計算してく

ださい。ただし、処遇改善等加算Ⅰによる賃金改善額は除いてください。 

   例えば、ベースアップした場合はベースアップ分のみ、手当の増額の場合が増額した

部分のみにかかる人件費等賃金改善の総額を計算します。 

   法定福利費等には、法定福利費（健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、児童手

当拠出金、雇用保険料、労災保険料等）における、本事業による賃金上昇分に応じた事

業主負担増加額や法人事業税における本事業による賃金上昇分に応じた外形標準課税の

付加価値額増加分を含みます。 

 

   また、法定福利費等の計算にあたっては、翌月以降払いのものもあるため、合理的な

方法に基づく概算によることができます。合理的な方法とは、例えば、当該制度に職員

が加入しているかどうか、賃金改善の時期及び方法を勘案した上で、賃金改善所要額に

各制度の保険料率を乗じる方法等が考えられます。 

   なお、任意加入とされている制度に係る増加分（退職手当共済制度等における掛金

等）は法定福利費等の事業主負担分には含みません。 

翌年７～８月頃

３賃金改善実績の確認

～４月

１加算認定申請

８～９月頃

２賃金改善計画の策定

資料Ⅲ-61-



（４）差額について 

   賃金金改善の実施に要した費用が、加算実績額に満たず、残額が生じている場合は、

その全額を一時金等により、翌年度の賃金改善に充ててください。 

 

（５）賃金改善実績報告書の提出 

   「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第７号様式）」は、

加算実績額は翌年度７月以降に市から別途通知します。その後に市にご提出いただくこ

とになります。提出時期は、別途ご案内します。 

 

４ 加算に係る使途  

  処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分と同様に、処遇改善等加算Ⅱに係る加算額について

も、確実に職員の賃金改善に充てるものとします。 

 

５ 虚偽等の場合の返還措置 

  施設・事業者が虚偽又は不正の手段により加算を受けた場合には、市長が当該施設・事

業所に対して既に支給された加算額の全部又は一部の返還措置を講じることとします。 
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の
職
員
を
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
等
に
す
る
と
い
う
対
応
は
可
能
で
す
か
。

家
庭
的
保
育
事
業
及
び
居
宅

訪
問
型
保
育
事
業
以
外
の
施
設
・
事
業
所
で
は
、
経
験
年
数
は
概
ね
の
「
目
安
」
で
あ

り
、
各
園
の
職
員
の
構
成
や

状
況
を
踏
ま
え
て
、
経
験
年
数
が
７
年
未
満
や
３
年
未
満
の
職
員
で
あ
っ
て
も
、
施
設
・
事

業
所
の
判
断
で
柔
軟
に
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

8

賃
金
改
善
を
行
う
役
職
の
名
称
は
必
ず
「
副
主
任
保
育
士
」
や
「
職
務
分
野
別

リ
ー
ダ
ー
」
で
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
か
。
既
に
園
内
で
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
役

職
（
教
務
主
任
・
学
年
主
任
等
）
を
設
定
し
て
い
ま
す
が
、
こ
の
よ
う
な
役
職
の

ま
ま
で
も
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
加
算
対
象
と
な
り
ま
す
か
。

「
副
主
任
保
育
士
」
「
専
門
リ
ー
ダ
ー
」
「
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
」
な
ど
は
、
あ
く
ま
で
例
と
し
て
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
各

施
設
に
お
け
る
業
務
実
態
等
を
踏
ま
え
、
こ
れ
ら
以
外
の
名
称
を
使
用
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

既
に
園
内
で
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
役
職
が
設
定
さ
れ
て
い
る
場
合
、
そ
の
ま
ま
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
対
象
と
す
る
こ

と
も
可
能
で
す
。

9
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
金
額
で
、
「
人
数
Ａ
」
「
人
数
Ｂ
」
の
算
定
の
中
で
、
年

齢
別
児
童
数
の
適
用
状
況
は
ど
の
よ
う
に
考
え
れ
ば
い
い
で
す
か
。

「
当
該
年
度
４
月
１
日
時
点
の

年
齢
別
児
童
数
」
も
し
く
は
「
前
年
度
各
月
の
年
齢
別
児
童
数
の
4
月
時
点
か
ら
の
増
減

率
を
、
当
該
年
４
月
時
点
の
利
用
児
童
数
に
乗
じ
て
、
年
度
各
月
の
年
齢
別
児
童
数
を
算
定
し
た
『
各
月
平
均
の
年
齢

別
児
童
数
』
」
の
ど
ち
ら
か
を
選
択
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。
『
各
月
平
均
の
年
齢
別
児
童
数
』
で
算
出
す
る
際

は
、
加
算
認
定
申
請
書
（
処

遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
及
び
職
員
処
遇
改
善
費
）
の
提
出
の
際
、
算
出
の
根
拠
が
わ
か
る
資

料
を
添
付
し
て
い
た
だ
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。
※
算
出
の
根
拠
が
分
か
る
資
料
を
H
P
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

Ⅲ
処
遇
改
善
等

加
算
Ⅱ
の
Ｆ
Ａ
Ｑ

対
象

者
に
つ
い
て
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1
0

法
人
役
員

兼
務
の
保
育
士
も
対
象
と
な
り
ま
す
か
。

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
と
同
様

に
法
人
の
役
員
等
を
兼
務
し
て
い
る
職
員
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

1
1

小
規
模
保

育
事
業
の
保
育
責
任
者
は
対
象
と
な
り
ま
す
か
。

小
規
模
保
育
事
業
に
つ
い
て
は
、
管
理
者
以
外
は
賃
金
改
善
の
対
象
に
で
き
ま
す
。
そ
の
た
め
、
保
育
責
任
者
に
つ

い
て
は
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

1
2

賃
金
改
善

方
法
は
毎
月
で
す
か
、
そ
れ
と
も
賞
与
月
で
す
か
。

職
員
手
当
を
含
む
月
給
で
「
月
額
４
万
円
」
「
月
額
５
千
円
」
の
改
善
を
し
て
く
だ
さ
い
（
法
定
福
利
費
等
の
事
業
主
負
担

分
を
除
く
）
。

※
賃
金
改
善
額
に
法
定
福
利

費
等
の
事
業
主
負
担
分
を
加
え
た
金
額
が
公
定
価
格
の
単
価
と
な
っ
て
い
ま
す
。

1
3

経
験
年
数

７
年
以
上
の
職
員
で
あ
れ
ば
、
全
員
が
月
額
４
万
円
の
処
遇
改
善

が
受
け
ら
れ
ま
す
か
。

副
主
任
保
育
士
等
に
係
る
月

額
４
万
円
の
処
遇
改
善
は
、
公
定
価
格
上
の
職
員
数
全
体
（
園
長
等
の
管
理
職
を
除
く
）

の
概
ね
１
／
３
を
対
象
と
す
る
仕
組
み
に
な
り
ま
す
の
で
、
経
験
年
数
７
年
以
上
の
職
員
す
べ
て
が
処
遇
改
善
の
対
象

に
な
る
訳
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
職
員
処
遇
改
善
費
を
申
請
す
る
と
、
経
験
年
数
７
年
０
か
月
以
上
の
「
保
育
士
」

「
保
育
教
諭
」
「
教
諭
」
「
保
健

師
・
助
産
師
・
看
護
師
・
准
看
護
師
」
は
全
員
月
額
４
万
円
の
処
遇
改
善
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

H
3
0
年
度
変

更

1
4

副
主
任
保

育
士
等
は
月
額
４
万
円
、
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
等
は
月
額
５
千

円
の
処
遇

改
善
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
改
善
の
金
額
は
必
ず
こ
の

金
額
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す
か
。

職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
等
に
つ
い
て
は
、
全
て
月
額
５
千
円
の
処
遇
改
善
を
行
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
と
な
り
ま
す
が
、
副

主
任
保
育
士
等
に
つ
い
て
は
、
本
加
算
の
対
象
職
員
数
（
人
数
A
）
の
１
／
２
（
端
数
切
り
捨
て
）
に
つ
い
て
月
額
４
万
円

の
処
遇
改
善
を
行
っ
た
上
で
、
そ
の
他
の
職
員
に
つ
い
て
は
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
中
で
月
額
５
千
円
以
上
月
額
４

万
円
未
満
の
範
囲
で
賃
金
改
善
額
を
設
定
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

1
5

副
主
任
保

育
士
等
に
月
額
４
万
円
の
賃
金
改
善
を
行
う
と
、
主
任
保
育
士
の

給
与
を
超

え
て
し
ま
う
の
で
す
が
、
主
任
保
育
士
等
に
加
算
額
を
配
分
し
、
賃

金
改
善
を
行
う
こ
と
は
で
き
な
い
で
す
か
。

主
任
保
育
士
や
主
幹
教
諭
に
相
当
す
る
職
種
、
幼
稚
園
の
副
園
長
・
教
頭
に
つ
い
て
は
、
今
回
の
処
遇
改
善
の
主
た

る
対
象
と
し
て
い
ま
せ
ん
が
、
質
問
の
例
の
よ
う
に
、
各
施
設
に
お
け
る
給
与
水
準
の
バ
ラ
ン
ス
等
を
踏
ま
え
て
必
要
な

場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
職
種
に
つ
い
て
も
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
中
で
月

額
５
千

円
以

上
月

額
４
万

円
未

満
の

範
囲

の
賃

金
改

善
を
行

う
こ
と
が

可
能

で
す
。

1
6

月
額
４
万

円
の
賃
金
改
善
を
行
う
職
員
数
を
「
人
数
Ａ
÷
２
（
１
人
未
満
の
端
数

は
切
り
捨
て
）
人
確
保
」
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
人
数
Ａ
が
１
人
で
あ
り

計
算
の
結

果
端
数
切
り
捨
て
で
「
０
」
と
な
る
場
合
に
は
、
月
額
４
万
円
の
賃
金

確
保
を
行

う
職

員
は
設
け
な
く
て
良
い
で
す
か
。

人
数
Ａ
が
１
人
で
あ
り
計
算
の

結
果
端
数
切
り
捨
て
で
「
０
」
と
な
る
場
合
に
は
、
月
額
４
万
円
の
賃
金
確
保
を
行
う
職
員

は
設
け
る
必
要
は
あ
り
ま
せ

ん
。

1
7

経
験
年
数

が
長
い
順
に
賃
金
改
善
を
行
わ
な
い
と
い
け
な
い
で
す
か
。

例
え
ば
、
経

験
年
数
１
０
年
の
職
員
に
つ
い
て
改
善
を
行
わ
ず
、
経
験
年
数
７

年
の
職
員

に
つ
い
て
２
万
円
、
経
験
年
数
５
年
の
職
員
に
つ
い
て
４
万
円
、
経

験
年
数
３
年
の
職
員
に
つ
い
て
２
万
円
の
改
善
を
行
っ
て
も
良
い
で
す
か
。

処
遇
改
善
の
対
象
と
す
る
職
員
の
選
定
や
、
各
職
員
に
係
る
改
善
額
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
各
施
設
の
判
断
で
自
由

に
行
っ
て
い
た
だ
い
て
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。
な
お
、
当
然
な
が
ら
、
各
職
員
に
対
し
て
、
処
遇
改
善
の
趣
旨
や
改
善

額
の
設
定
根
拠
な
ど
に
つ
い
て
丁
寧
に
説
明
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

な
お
、
職
員
処
遇
改
善
費
は

経
験
年
数
７
年
０
か
月
以
上
の
「
保
育
士
」
「
保
育
教
諭
」
「
教
諭
」
「
保
健
師
・
助
産
師
・
看

護
師
・
准
看
護
師
」
に
処
遇
改

善
等
加
算
Ⅱ
と
併
せ
て
月
額
４
万
円
の
処
遇
改
善
が
で
き
る
金
額
を
支
給
す
る
た
め
、

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
と
職
員

処
遇
改
善
費
の
整
合
性
が
図
ら
れ
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

H
3
0
年
度
変

更

1
8

「
月
額
４
万

円
」
「
月
額
５
千
円
」
を
超
え
た
処
遇
改
善
を
行
う
こ
と
は
で
き
ま
す

か
。

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
は
、
保

育
園
等
に
お
け
る
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
仕
組
み
の
構
築
し
、
一
定
の
技
能
・
経
験
を
有
す

る
職
員
に
つ
い
て
相
応
の
改
善
を
行
う
こ
と
で
、
職
場
へ
の
定
着
等
を
図
る
も
の
で
あ
り
、
特
定
個
人
の
賃
金
引
き
上

げ
を
目
的
と
し
た
も
の
で
は
な
い
こ
と
か
ら
、
対
象
人
数
を
絞
っ
て
「
月
額
４
万
円
」
「
月
額
５
千
円
」
を
超
え
る
賃
金
改
善

を
行
う
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

賃
金

改
善

に
つ
い
て
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1
9

副
主
任
保

育
士
・
専
門
リ
ー
ダ
ー
又
は
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
の
い
ず
れ
か

一
方
の
処

遇
改
善
の
み
行
う
こ
と
は
で
き
ま
す
か
。

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
を
取
得
す
る
た
め
に
は
、
副
主
任
保
育
士
等
と
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
等
の
両
方
の
処
遇
改
善

を
行
う
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

2
0

一
人
の
職

員
が
、
副
主
任
保
育
士
等
と
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
等
を
兼
務
す

る
こ
と
は
で
き
ま
す
か
。
ま
た
は
、
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
等
に
つ
い
て
、
５
千

円
の
加
算

に
加

え
、
４
万
円
の
一
部
を
配
分
す
る
こ
と
は
で
き
ま
す
か
。

そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
に
応
じ
た
処
遇
改
善
を
行
う
趣
旨
か
ら
、
一
人
が
副
主
任
保
育
士
等
と
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
等

を
兼
務
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。

ま
た
、
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
等
に
、
副
主
任
保
育
士
等
に
係
る
加
算
額
の
一
部
を
配
分
す
る
こ
と
も
で
き
ま
せ
ん
。

2
1

従
来
か
ら
独
自

の
役
職
等
を
設
定
し
て
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
仕
組
み
を
設
け

て
、
手
当
を
支
給
し
て
い
る
場
合
、
こ
の
手
当
分
を
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
に
お

け
る
賃
金

改
善
（
見
込
）
額
と
し
て
取
り
扱
っ
て
も
よ
い
で
す
か
。

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
に
お
い
て
は
、
平
成
２
８
年
度
時
点
の
賃
金
水
準
か
ら
の
改
善
が
必
要
と
な
る
た
め
、
従
来
か
ら

支
給
し
て
い
る
手
当
を
賃
金
改
善
額
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

2
2

賃
金
改
善

の
基
準
年
度
は
「
２
８
年
度
」
と
な
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
人
事
院
勧

告
後
の
賃

金
を
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
か
。

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
に
よ
る
賃
金
改
善
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
８
年
度
に
実
際
に
支
払
わ
れ
た
水
準
か
ら
賃
金
改
善

を
行
わ
れ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

2
3

副
主
任
保

育
士
、
専
門
リ
ー
ダ
ー
、
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
に
関
す
る
賃
金

改
善
に
対
応
す
る
超
過
勤
務
手
当
の
増
額
分
に
つ
い
て
は
、
処
遇
改
善
等
加

算
Ⅱ
に
お
け
る
賃
金
改
善
（
見
込
）
額
に
含
み
ま
す
か
。

賃
金
改
善
は
、
月
額
で
確
実

に
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
各
月
で
変
動
す
る
超
過
勤
務
手
当
の
処
遇
改
善

に
伴
う
増
加
分
に
つ
い
て
は
、
賃
金
改
善
（
見
込
）
額
に
は
含
め
な
い
こ
と
と
し
ま
す
。

2
4

処
遇
改
善

等
加
算
Ⅱ
の
対
象
職
員
が
、
育
休
を
取
得
し
た
場
合
の
賃
金
改
善

額
は
ど
の

よ
う
に
算
定
す
る
の
で
す
か
。

通
常
、
育
児
休
業
期
間
中
は
給
与
が
支
払
わ
れ
な
い
た
め
、
こ
の
場
合
の
育
児
休
業
取
得
者
に
係
る
賃
金
改
善
額
は

ゼ
ロ
に
な
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
必
要
に
応
じ
て
、
代
理
の
職
員
の
発
令
等
を
行
い
、
当
該
職
員
に
対
し
て
賃
金
改
善
を

行
う
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

2
5

賃
金
改
善

は
、
施
設
独
自
に
設
定
し
て
い
る
主
任
手
当
を
増
額
す
る
（
例
え

ば
、
現
行
５
千
円
の
主
任
手
当
を
＋
４
万
円
、
＋
５
千
円
増
額
す
る
）
方
法
で

も
良
い
で
す
か
。

今
回
の
賃
金
改
善
に
つ
い
て
は
、
必
ず
し
も
新
た
な
手
当
を
創
設
し
て
対
応
す
る
必
要
は
な
く
、
既
存
の
手
当
を
増
額

す
る
方
法
で
行
う
こ
と
も
可
能

で
す
。

2
6

基
本
給
に
よ
り
改
善
し
た
場
合
、
連
動
し
て
賞
与
も
引
き
あ
が
る
こ
と
と
な
り
ま

す
が
、
そ
の
分
も
賃
金
改
善
額
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
は
で
き
ま
す
か
。

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
に
お
い
て
は
、
月
額
に
よ
る
改
善
分
の
み
が
賃
金
改
善
額
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
も
の
で
あ
り
、

連
動
し
て
引
き
上
が
っ
た
賞
与
分
に
つ
い
て
賃
金
改
善
額
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

2
7

給
与
規
定

を
改
正
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
か
。

賃
金
改
善
を
月
額
で
確
実
に
行
っ
て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
る
た
め
、
職
務
内
容
や
賃
金
体
系
等
を
記
載
し
た
給
与
規
定

等
を
改
正
し
、
全
て
の
職
員
に
周
知
し
て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

基
本
給
で
上
げ
る
場
合
に
は
新
し
い
役
職
の
給
与
表
等
を
定
め
、
2
9
年
度
は
2
8
年
度
の
賃
金
か
ら
４
万
円
又
は
５
千

円
の
基
本
給
改
善
と
な
る
よ
う
に
改
正
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ま
す
。
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2
8

主
任
保
育

士
に
も
配
分
を
す
る
場
合
、
発
令
や
研
修
要
件
は
あ
り
ま
す
か
。

主
任
保
育
士
と
し
て
す
で
に
発
令
さ
れ
て
い
る
場
合
、
改
め
て
発
令
を
行
う
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
処
遇
改
善
等
加
算

Ⅱ
を
主
任
保
育
士
に
も
配
分

す
る
場
合
に
は
研
修
要
件
が
発
生
し
ま
す
が
、
主
任
保
育
士
に
つ
い
て
は
、
相
当
程
度

の
経
験
及
び
研
修
の
受
講
歴
を
有
し
て
い
る
と
い
う
前
提
の
も
と
で
任
命
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

研
修
要
件
を
満
た
し
て
い
る
も
の
と
し
て
取
り
扱
っ
て
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
主
任
保
育
士
が
希
望
す
る
場

合
は
、
保
育
士
個
人
で
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
観
点
か
ら
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研
修
の
受
講
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願

い
し
ま
す
。

な
お
、
園
長
及
び
管
理
者
（
小
規
模
保
育
事
業
、
事
業
所
内
保
育
事
業
）
は
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
対
象
外
と
な
り
ま

す
。

2
9

処
遇
改
善

等
加
算
Ⅱ
も
法
人
間
で
の
配
分
は
可
能
で
す
か
。

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
は
法
人
間
配
分
は
で
き
ま
せ
ん
。
法
人
間
の
配
分
は
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
の
み
で
実
施
す
る

こ
と
が
可
能
で
す
。

3
0

新
規
開
所

園
の
2
8
年
度
賃
金
水
準
は
そ
の
よ
う
に
考
え
れ
ば
よ
い
で
す
か
。

新
規
開
所
し
た
施
設
・
事
業

所
に
つ
い
て
は
、
同
じ
法
人
内
で
保
育
所
を
運
営
し
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
施
設
・
事
業
所

の
2
8
年
度
の
給
与
表
等
と
比

較
し
て
く
だ
さ
い
。

給
与
表
等
を
比
較
で
き
る
施

設
が
な
い
場
合
は
、
賃
金
改
善
が
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
の
給
与
表
を
想
定
し
て
い
た
だ

き
、
そ
の
給
与
表
等
を
当
該

年
度
に
作
成
し
た
給
与
表
等
と
比
較
し
て
く
だ
さ
い
。

3
1

処
遇
改
善

等
加
算
Ⅱ
で
賃
金
改
善
を
す
る
職
員
と
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
の

賃
金
改
善

を
す
る
職
員
を
施
設
・
事
業
所
で
分
け
る
こ
と
は
で
き
ま
す
か
。

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
の
賃
金
改
善
に
つ
い
て
は
、
賃
金
改
善
を
実
施
す
る
職
員
の
範
囲
に
つ
い
て
、
各
施
設
・
事
業

所
の
実
情
に
応
じ
て
決
定
す
る
も
の
と
規
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
賃
金
改
善
対
象
者
と
分
け
る

こ
と
は
可
能
で
す
。

3
2

７
年
以
上

の
職
員
が
た
く
さ
ん
い
る
場
合
、
賃
金
改
善
対
象
者
を
毎
年
（
月
）

変
え
て
良

い
で
す
か
。

賃
金
改
善
対
象
者
へ
の
発
令
や
給
与
規
定
の
改
正
等
が
必
要
で
あ
る
た
め
、
本
制
度
の
趣
旨
か
ら
考
え
る
と
、
毎
月

賃
金
改
善
対
象
者
を
変
え
る
こ
と
は
想
定
さ
れ
て
い
な
い
と
考
え
ま
す
。

平
成
3
0
年
度
よ
り
、
経
験
年

数
７
年
０
か
月
以
上
の
「
保
育
士
」
「
保
育
教
諭
」
「
教
諭
」
「
保
健
師
・
助
産
師
・
看
護
師
・
准

看
護
師
」
に
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
と
併
せ
て
月
額
４
万
円
の
処
遇
改
善
が
な
さ
れ
る
よ
う
処
遇
改
善
等
加
算
を
助
成
し

ま
す
の
で
、
経
験
年
数
７
年

０
か
月
以
上
の
方
で
不
公
平
が
生
じ
る
こ
と
は
な
い
と
考
え
ま
す
。

な
お
、
翌
年
度
の
処
遇
改
善

の
対
象
と
す
る
職
員
の
変
更
や
、
各
職
員
に
係
る
改
善
額
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
各
施

設
の
判
断
で
自
由
に
行
っ
て
い
た
だ
い
て
差
し
支
え
な
い
と
考
え
ま
す
が
、
当
然
な
が
ら
、
2
9
年
度
の
賃
金
改
善
対
象

者
に
対
し
て
、
翌
年
度
以
降

、
賃
金
改
善
対
象
者
か
ら
外
れ
る
こ
と
に
よ
り
給
与
が
下
が
る
こ
と
等
に
つ
い
て
丁
寧
に

説
明
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

H
3
0
年
度
変

更

3
3

2
8
年
度
か

ら
勤

務
形
態
が
変
わ
り
（
就
業
時
間
の
減
な
ど
）
、
2
9
年
度
の
月
給

が
減
額
に
な
っ
て
い
る
職
員
が
い
ま
す
が
、
こ
の
場
合
も
2
8
年
度
の
実
績
か
ら

の
改
善
が

必
要
に
な
り
ま
す
か
。

勤
務
形
態
の
変
更
等
に
よ
り
、
2
9
年
度
の
月
給
が
減
額
に
な
っ
て
い
る
場
合
に
は
、
2
9
年
度
と
同
じ
勤
務
形
態
だ
っ
た

場
合
の
2
8
年
度
の
給
与
表
（
人
勧
反
映
後
）
等
と
比
較
し
て
く
だ
さ
い
。
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3
4

個
人
で
家
庭
的

保
育
事
業
を
実
施
し
て
い
る
家
庭
的
保
育
者
を
経
験
年
数
の

対
象
と
な
る
加
算
対
象
職
員
と
し
て
も
良
い
で
す
か
。

家
庭
的
保
育
事
業
の
家
庭
的
保
育
者
に
つ
い
て
は
、
経
験
年
数
の
対
象
と
な
る
加
算
対
象
職
員
と
し
て
い
た
だ
い
て

構
い
ま
せ
ん
。
家
庭
的
保
育
者
ご
本
人
が
経
験
年
数
７
年
以
上
で
あ
れ
ば
、
人
数
Ａ
が
「
１
」
と
な
り
、
人
数
Ｂ
が
「
０
」
と

な
り
ま
す
。

ま
た
、
実
際
の
賃
金
改
善
対
象
者
に
つ
い
て
は
、
各
園
の
判
断
に
よ
り
、
そ
の
他
の
技
能
・
経
験
を
有
す
る
職
員
に
月

額
５
千
円
以
上
月
額
４
万
円
未
満
の
範
囲
の
賃
金
改
善
を
行
う
こ
と
が
可
能
で
す
。

（
例
：
２
人
を
賃
金
改
善
対
象
者
と
し
て
１
人
当
た
り
２
万
円
の
改
善
を
行
う
（
２
万
円
×
２
人
＝
４
万
円
）
）

た
だ
し
、
そ
の
場
合
の
賃
金
改
善
対
象
と
な
る
職
員
に
つ
い
て
は
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研
修
の
受
講
が
必
要
と
な
り
ま
す
の

ご
留
意
く
だ
さ
い
。

3
5

　
平
成
2
9
年
度

に
副
主
任
保
育
士
等
の
発
令
を
受
け
た
職
員
が
平
成
3
0
年

度
以
降
も
引
き
続
き
副
主
任
保
育
士
と
し
て
働
き
続
け
る
場
合
、
処
遇
改
善
等

加
算
Ⅱ
の

金
額
を
上
げ
続
け
る
と
、
数
年
後
に
は
他
職
員
の
給
与
と
か
な
り

乖
離
し
て
し
ま
う
。
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
の
金
額
を
調
整
し
て
も
、
他
の
職
員

の
給
与
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
取
る
の
が
難
し
く
な
っ
て
し
ま
う
が
、
ど
う
す
れ
ば
よ

い
で
す
か

。
　
例
え
ば
、
毎

年
４
万
円
増
額
（
前
年
度
比
）
す
る
と
、
５
年
後
に
は
平
成
2
8
年

度
に
比
べ
て
月
2
0
万
円
も
増
額
す
る
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
う
。

　
副
主
任
保
育
士
等
へ
の
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
に
お
け
る
賃
金
改
善
は
、
平
成
２
８
年
度
時
点
の
賃
金
水
準
か
ら
の

改
善
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
前
年
度
比
で
月
４
万
円
を
増
額
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。

　
賃
金
改
善
に
要
し
た
費
用

の
総
額
は
、
「
賃
金
改
善
を
行
っ
た
場
合
の
賃
金
の
総
額
」
と
「
基
準
年
度
に
お
け
る
賃
金

水
準
を
適
用
し
た
場
合
の
賃
金
の
総
額
」
の
差
額
（
共
に
、
法
定
福
利
費
の
事
業
主
負
担
分
を
含
み
、
処
遇
改
善
等
加

算
Ⅰ
に
係
る
賃
金
改
善
額
を
除
く
。
）
と
な
り
ま
す
。

3
6

算
出
さ
れ
た
「
人
数
Ａ
」
「
人
数
Ｂ
」
よ
り
少
な
い
人
数
だ
け
処
遇
改
善
を
実
施

す
る
こ
と
は

可
能
で
す
か
。
ま
た
そ
の
場
合
、
不
足
し
て
い
る
人
数
分
の
加
算

額
を
返
金

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
か
。

原
則
、
加
算
対
象
職
員
数
に
つ
い
て
は
、
算
出
さ
れ
た
結
果
で
決
め
て
い
た
だ
く
こ
と
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
賃
金
改
善

計
画
も
算
出
さ
れ
た
人
数
に
基
づ
い
て
算
出
さ
れ
た
額
を
全
て
配
分
し
切
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま

す
。

3
7

月
額
４
万

円
の
賃
金
改
善
を
実
施
し
た
場
合
に
、
法
定
福
利
費
の
事
業
主
負

担
分
を
足

し
て
も
加
算
見
込
額
を
下
回
っ
て
し
ま
う
。
こ
の
差
額
分
の
取
扱
い

は
ど
の
よ
う
に
す
れ
ば
よ
い
で
す
か
。

差
額
分
に
つ
い
て
も
、
職
員
の
賃
金
改
善
に
充
て
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
結
果
、
副
主
任
保
育
士
等
に
対
し
て

月
額
４
万
円
、
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
等
に
対
し
て
月
額
５
千
円
を
上
回
る
配
分
と
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。
そ

の
場
合
に
は
、
賃
金
改
善
計

画
書
や
報
告
書
に
お
い
て
、
法
定
福
利
費
等
に
よ
る
差
額
分
で
あ
る
こ
と
が
分
か
る
よ
う

に
記
載
し
て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

3
8

処
遇
改
善

等
加
算
Ⅱ
の
金
額
の
計
算
に
つ
い
て
、
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
と
同

じ
よ
う
に
積

算
表
等
が
出
さ
れ
ま
す
か
。

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
と
処
遇

改
善
等
加
算
Ⅱ
の
加
算
見
込
額
を
計
算
で
き
る
積
算
表
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
ま

す
の
で
、
加
算
認
定
申
請
書
及
び
賃
金
改
善
計
画
書
作
成
の
際
の
参
考
資
料
と
し
て
ご
提
出
く
だ
さ
い
。

3
9

一
時
保
育

で
年
間
登
録
で
登
園
し
て
い
る
児
童
は
、
加
算
見
込
額
の
算
出
時

の
利
用
児

童
数
に
含
ん
で
も
良
い
で
す
か
。

加
算
見
込
額
の
算
出
に
用
い
る
利
用
児
童
数
は
、
支
給
認
定
を
受
け
た
児
童
で
、
１
号
認
定
児
童
に
つ
い
て
は
利
用

契
約
を
結
ん
だ
児
童
、
２
・
３
号
認
定
児
童
に
つ
い
て
は
、
区
福
祉
保
健
セ
ン
タ
ー
に
よ
り
利
用
決
定
さ
れ
て
い
る
児
童

の
み
と
な
り
、
一
時
保
育
や

年
度
限
定
保
育
の
利
用
児
童
は
含
ま
れ
ま
せ
ん
。

加
算

見
込

額
に
つ
い
て
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4
0

①
指
定
さ
れ
た
研
修
の
み
が
有
効
か
。
ま
た
、
民
間
団
体
が
主
催
す
る
研
修

も
含
ま
れ
ま
す
か
。

②
園
内
研

修
も
認
め
ら
れ
ま
す
か
。

③
既
に
受
け
た
研
修
も
内
容
が
同
等
で
あ
れ
ば
認
め
ら
れ
ま
す
か
。

保
育
士
等
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研

修
に
つ
い
て
は
、

①
県
が
指
定
し
た
研
修
が
対
象
と
な
り
ま
す
。
（
一
部
既
存
研
修
も
指
定
済
み
で
す
。
）

②
園
内
研
修
は
対
象
外
で
す
。

③
県
が
平
成
2
9
年
度
以
降
に
新
た
に
指
定
し
た
研
修
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

4
1

研
修
の
頻

度
や
日
数
は
ど
れ
く
ら
い
で
す
か
。

保
育
士
等
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研

修
の
研
修
時
間
は
、
1
5
時
間
以
上
（
３
日
程
度
）
で
す
。

ま
た
、
同
内
容
の
研
修
を
地
域
を
変
え
て
、
複
数
回
実
施
さ
れ
ま
す
。

研
修
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
県
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

4
2

研
修
要
件

は
2
9
年
度
は
課
さ
れ
な
か
っ
た
が
、
3
0
年
度
か
ら
の
運
用
は
ど
の

よ
う
に
な
り
ま
す
か
。

平
成
３
０
年
度
以
降
の
研
修
に
関
す
る
要
件
に
つ
い
て
は
、
国
か
ら
の
通
知
発
出
後
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

H
3
0
年
度
変

更

4
3

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研
修
は
誰
で
も
受
講
で
き
ま
す
か
。

保
育
園
や
地
域
型
保
育
事
業

所
等
に
お
い
て
、
他
の
保
育
士
に
助
言
や
指
導
す
る
リ
ー
ダ
ー
的
な
役
割
を
担
う
こ
と
を

希
望
す
る
方
で
あ
れ
ば
、
誰
で
も
受
講
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

4
4

栄
養
士
や

事
務
職
員
も
対
象
と
し
て
い
い
で
す
か
。

栄
養
士
は
「
食
育
・
ア
レ
ル
ギ
ー
」
の
研
修
で
対
象
と
な
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

事
務
職
員
に
つ
い
て
も
対
象

と
な
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
保
育
業
務
に
携
わ
る
こ
と
は
な
い
た
め
、
研
修
分
野
の
う
ち

ど
の
研
修
を
受
け
た
場
合
に
対
象
と
な
る
か
は
現
時
点
で
は
不
明
で
す
。

研
修
内
容
に
つ
い
て
は
、
保
育
士
を
メ
イ
ン
と
し
た
内
容
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
栄
養
士
や
事
務
職
員
向
け
の
研
修
が

今
後
増
え
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
も
不
明
で
す
（
国
の
検
討
に
よ
る
と
こ
ろ
で
す
）
。

4
5

職
務
分
野

別
リ
ー
ダ
ー
は
１
分
野
に
つ
き
１
人
ま
で
で
す
か
。

職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
に
つ
い
て
は
、
１
分
野
１
人
と
い
う
決
ま
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。

ど
の
分
野
の
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
発
令
す
る
か
は
各
施
設
の
判
断
で
自
由
に
行
っ
て
い
た
だ
い
て
差
し
支
え

あ
り
ま
せ
ん
。

4
6

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研
修
の
際
の
人
件
費
分
は
ど
う
考
え
れ
ば
よ
い
で
す
か
。

研
修
の
機
会
を
確
保
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、
公
定
価
格
上
、
職
員
１
人
当
た
り
年
３
日
に
研
修
の
機
会
を
増

や
す
た
め
の
単
価
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
保
育
士
（
保
育
教
諭
）
雇
用
費
を
活
用
し
て
、
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
保
育
士
の
人
件
費
に
充
て
て
い

た
だ
く
こ
と
を
想
定
し
て
い
ま
す
。

H
3
0
年
度
変

更

4
7

そ
の
分
野

の
研
修
を
１
度
修
了
す
れ
ば
、
毎
年
受
講
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ

ん
か
。
ま
た
、
他
の
園
へ
異
動
し
た
場
合
も
研
修
修
了
の
効
力
は
有
効
で
す

か
。

研
修
修
了
者
に
は
修
了
証
が
発
行
さ
れ
、
全
国
で
有
効
な
資
格
と
な
る
た
め
、
修
了
証
が
発
行
さ
れ
れ
ば
、
そ
の
分
野

の
研
修
を
毎
年
受
け
る
必
要

は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
全
国
で
有
効
な
資
格
と
な
る
た
め
、
他
の
園
に
行
っ
て
も
研
修
修

了
の
効
力
は
有
効
と
な
り
ま
す
。

4
8

月
額
５
千

円
以
上
月
額
４
万
円
未
満
の
範
囲
の
賃
金
改
善
を
行
う
そ
の
他
の

技
能
・
経
験

を
有
す
る
職
員
も
発
令
及
び
研
修
が
必
須
で
す
か
。

副
主
任
保
育
士
等
の
４
万
円

の
加
算
を
そ
の
他
の
技
能
・
経
験
を
有
す
る
職
員
に
配
分
す
る
場
合
、
そ
の
職
員
に
対
し

て
も
専
門
リ
ー
ダ
ー
等
の
発

令
や
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研
修
の
受
講
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

研
修

に
つ
い
て
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4
9

処
遇
改
善

等
加
算
Ⅱ
の
様
式
は
ど
の
よ
う
な
も
の
を
提
出
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
か
。

加
算
認
定
申
請
書
、
賃
金
改
善
計
画
書
、
賃
金
改
善
実
績
報
告
書
を
提
出
し
て
い
た
だ
く
流
れ
は
処
遇
改
善
等
加
算

Ⅰ
と
同
様
で
す
。
様
式
は
H
P
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
賃
金
改
善
確
認
書
も
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
と
同
様
に
ご
提
出
お
願
い
し
ま
す
。

H
3
0
年
度
変

更

5
0

賃
金
改
善

を
実
施
し
た
職
員
が
退
職
し
た
場
合
、
自
署
は
ど
う
す
れ
ば
よ
い
で

す
か
。

退
職
の
際
に
署
名
を
い
た
だ
く
こ
と
に
な
る
と
思
い
ま
す
が
、
何
ら
か
の
事
情
に
よ
り
、
署
名
が
い
た
だ
け
て
い
な
か
っ

た
場
合
は
、
郵
送
等
で
ご
本
人
の
サ
イ
ン
を
受
領
し
て
く
だ
さ
い
。

5
1

処
遇
改
善

等
加
算
Ⅱ
は
3
1
年
度
以
降
も
継
続
し
ま
す
か
。

公
定
価
格
に
定
め
ら
れ
て
い
る
加
算
で
す
の
で
、
平
成

3
1
年
度
以
降
も
継
続
す
る
も
の
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

5
2

処
遇
改
善

等
加
算
Ⅱ
の
経
験
年
数
は
ど
の
よ
う
に
考
え
れ
ば
よ
い
で
す
か
。

経
験
年
数
の
算
出
方
法
は
処

遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
と
同
様
の
考
え
方
と
な
り
ま
す
。
現
在
の
施
設
・
事
業
所
に
お
け
る

経
験
年
数
の
ほ
か
、
対
象
職

員
が
過
去
に
勤
務
し
て
い
た
対
象
施
設
・
事
業
所
に
お
け
る
経
験
年
数
も
合
算
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

※
非
常
勤
職
員
の
方
の
経
験

年
数
も
同
様
に
算
出
し
て
く
だ
さ
い
。

5
3

年
度
途
中

に
新

規
開
園
し
た
施
設
・
事
業
所
の
場
合
、
年
度
途
中
か
ら
加
算

の
適
用
を
受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
す
か
。
ま
た
、
適
用
が
受
け
ら
れ
る
場
合
に

は
、
加
算
対
象

職
員
数
の
算
出
に
用
い
る
年
齢
別
児
童
数
や
各
種
加
算
の

適
用
状
況

は
ど
の
よ
う
に
考
え
れ
ば
よ
い
で
す
か
。

加
算
を
受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
す
。
支
援
法
に
よ
る
確
認
を
受
け
た
日
の
属
す
る
月
に
利
用
し
て
い
る
年
齢
別
児
童
数

及
び
各
種
加
算
の
適
用
状
況
を
用
い
て
申
請
し
、
同
月
以
降
翌
年
３
月
ま
で
の
期
間
で
賃
金
改
善
を
実
施
し
て
く
だ
さ

い
。

請
求

手
続

き
等

に
つ
い
て

そ
の

他
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